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(57)【要約】
　（ａ）二塩基酸エステルのブレンド、（ｂ）１種又は２種以上の界面活性剤（ｃ）、及
び、所望による（ｄ）水又は溶媒を含む、産業及び民生向け用途のための、環境に優しい
清浄組成物。上記二塩基酸エステルは、アジピン酸、グルタル酸、及びコハク酸の二塩基
酸のブレンドに由来し、そして特定の実施形態の一つでは、上記ブレンドは、ジアルキル
アジペート、ジアルキルメチルグルタレート及びジアルキルエチルスクシネートを含み、
上記アルキル基は、それぞれ、Ｃ1～Ｃ12炭化水素基を含む。１種又は２種以上の上記界
面活性剤は、概してアルコールアルコキシレート、アルキルフェノールエトキシレート、
テルペン、テルペンアルコキシレート又はそれらの誘導体から選択される。所望により、
追加の成分又は添加剤、例えば、デラミネート、例えば、ピネン及びｄ－リモネン、芳香
剤、白色化剤、安定化剤、増粘剤等を、上記組成物に添加することができる。産業又は民
生向け用途は、落書き用清浄剤、塗装された基材用清浄剤、インク用清浄剤、金属基材用
清浄剤、プラスチック基材用清浄剤、環境にやさしい清浄剤、シミ用清浄剤、産業用ハン
ドクリーナー、樹脂用清浄剤、タール樹脂用清浄剤、テキスタイル用清浄剤、ペイントリ
ムーバー及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）（ｉ）ジアルキルメチルグルタレート及び（ｉｉ）少なくとも１種のジアルキル
アジペート又はジアルキルエチルスクシネートを含む二塩基酸エステルのブレンド、
　（ｂ）アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤、双極性界面活
性剤、非イオン性界面活性剤及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択される界
面活性剤、ここで、前記清浄組成物は、落書き用清浄剤、塗装された基材用清浄剤、イン
ク用清浄剤、金属基材用清浄剤、プラスチック基材用清浄剤、シミ用清浄剤、ハンドクリ
ーナー、樹脂用清浄剤、タール樹脂用清浄剤、テキスタイル用清浄剤、ペイントリムーバ
ー及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択される産業又は民生向け用途に用い
られる、
　を含む清浄組成物。
【請求項２】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、ジアルキルアジペート、ジアルキルメチルグルタ
レート及びジアルキルエチルスクシネートを含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、ポリアミドの製造における１種又は２種以上の副
生成物に由来する、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、アジポニトリルに由来する、請求項１に記載の組
成物。
【請求項５】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、前記組成物の約１質量％～約６０質量％を構成し
、そして前記界面活性剤が、前記組成物の約１質量％～約６５質量％を構成する、請求項
１に記載の組成物。
【請求項６】
　前記界面活性剤が、前記組成物の約１質量％～約３５質量％を構成する、請求項５に記
載の組成物。
【請求項７】
　離層剤、緩衝剤、芳香剤、香料、消泡剤、染料、白色化剤、増白剤、可溶化材料、安定
化剤、増粘剤、腐食防止剤、ローション、鉱物油、酵素、曇点調整剤、粒子、防腐剤、イ
オン交換体、キレート剤、泡立ち抑制剤、汚染除去剤、柔軟剤、不透明化剤、不活性希釈
剤、グレー化抑制剤、安定化剤、ポリマー及びそれらの任意の組み合わせから成る群から
選択される添加剤をさらに含む、請求項１に記載の組成物。
【請求項８】
　前記添加剤が、前記組成物の約０．１質量％～約４０質量％を構成する、請求項７に記
載の組成物。
【請求項９】
　前記添加剤が、ピネン、ピネン誘導体、ｄ－リモネン、ジペンテン、ｏｃ－ピネン及び
それらの任意の組み合わせから成る群から選択される離層剤を含み、前記離層剤が、前記
組成物の約１質量％～約１２質量％を構成する、請求項６に記載の組成物。
【請求項１０】
　前記組成物の約２質量％～約８５質量％の水をさらに含み、前記組成物が、マイクロエ
マルションである、請求項１に記載の組成物。
【請求項１１】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、下記：
　（ｉ）前記ブレンドの約７～１４質量％の、次の式：
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【化１】

　の二塩基酸エステル、
　（ｉｉ）前記ブレンドの約８０～９４質量％の、次の式：
【化２】

　の二塩基酸エステル、及び
　（ｉｉｉ）前記ブレンドの約０．５～５質量％の、次の式：
【化３】

　の二塩基酸エステルを含み、
　ここで、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブ
チル、ペンチル、イソアミル、ヘキシル、ヘプチル又はオクチルから選択される炭化水素
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　請求項２に記載の組成物。
【請求項１２】
　前記ブレンドが、約２１０℃～約４００℃の沸点範囲により特徴付けられる、請求項１
に記載の組成物。
【請求項１３】
　前記ブレンドが、約２１５℃～約２５５℃の沸点範囲により特徴付けられる、請求項１
２に記載の組成物。
【請求項１４】
　前記ブレンドが、約２５５℃～約３９０℃の沸点範囲により特徴付けられる、請求項１
に記載の組成物。
【請求項１５】
　前記ブレンドが、約２７５℃～約３３０℃の沸点範囲により特徴付けられる、請求項１
４に記載の組成物。
【請求項１６】
　コーティングされた表面に対して用いるための清浄組成物であって、
　下記：
　（ａ）前記清浄組成物の約１質量％～約６０質量％の、次の一般式：
【化４】

　（式中、Ｒ9及びＲ10は、独立して、約１～約８個の炭素原子を含む炭化水素鎖を含み
、そしてＲ8は、－ＣＨ2－ＣＨ2－ＣＨ2－ＣＨ2－，－ＣＨ（ＣＨ3）－ＣＨ2－ＣＨ2－、
及び－ＣＨ（Ｃ2Ｈ5）－ＣＨ2－の混合物である）
　を有する二塩基酸エステルのブレンド、
　（ｂ）前記清浄組成物の約１質量％～約６５質量％の、テルペンアルコキシレート、ア
ルコールアルコキシレート及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択される界面
活性剤；及び
　（ｃ）前記清浄組成物の約１質量％～約１２質量％の、ピネン又はそれらの誘導体、
　を含む清浄組成物。
【請求項１７】
　前記組成物の約２質量％～約８５質量％の水をさらに含み、前記組成物がマイクロエマ
ルションである、請求項１６に記載の組成物。
【請求項１８】
　前記コーティングされた表面が、塗装された表面である、請求項１６に記載の組成物。
【請求項１９】
　前記テルペンアルコキシレートが、次の式：
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【化５】

　又は
【化６】

　（式中、Ｒ6及びＲ7は、それぞれ、水素、ＣＨ3、又はＣ2Ｈ5であり、「ｎ」は、約１
～約３０の整数であり、そして「ｍ」は、０～約２０の整数であり、そして「ｐ」は、０
～約２０の整数である）
　を有する、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２０】
　前記式が、式（ＩＶ）を含み、そしてＲ6がＣＨ3であり、「ｎ」が約２０～約２５の整
数であり、そして「ｍ」が約５～約１０の整数である、請求項１９に記載の組成物。
【請求項２１】
　前記アルコールアルコキシレートが、次の式：
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　（式中、Ｒ7は、水素、又は約５～約２５個の炭素原子を含む炭化水素鎖であり、「ｎ
」は、約１～約３０の整数、さらに典型的には２～約２０の整数、そして最も典型的には
約３～約１２の整数である）
　を含む、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２２】
　Ｒ7が、約９～約１２個の炭素原子を含む炭化水素鎖である、請求項２１に記載の組成
物。
【請求項２３】
　前記ブレンドが、下記：
　（ｉ）前記ブレンドの約７～１４質量％の、次の式：

【化８】

　の二塩基酸エステル、
　（ｉｉ）前記ブレンドの約８０～９４質量％の、次の式：
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【化９】

　の二塩基酸エステル、及び
　（ｉｉｉ）前記ブレンドの約０．５～５質量％の、次の式
【化１０】

　の二塩基酸エステルを含み、
　ここで、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブ
チル、ペンチル、イソアミル、ヘキシル、ヘプチル又はオクチルから選択される炭化水素
基を含む、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２４】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、ポリアミドの製造における１種又は２種以上の副
生成物に由来する、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２５】
　前記二塩基酸エステルのブレンドが、アジポニトリルの製造に用いられる１種又は２種
以上の副生成物に由来する、請求項１６に記載の組成物。
【請求項２６】
　コーティングされた表面を清浄する方法であって、下記、
　（ａ）下記を含む清浄組成物を得るステップ、
　　（ｉ）ジアルキルアジペート、ジアルキルメチルグルタレート及びジアルキルエチル
スクシネートを含む二塩基酸エステルのブレンド、及び
　　（ｉｉ）アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤、双極性界
面活性剤、非イオン性界面活性剤及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択され
る界面活性剤、
　（ｂ）前記清浄組成物を、汚染物を有する、コーティングされた表面と接触させるステ
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ップ、そして
　（ｃ）前記コーティングされた表面から、用いられた清浄組成物を除去するステップ、
　を含む方法。
【請求項２７】
　前記清浄組成物が、下記、
　（ａ）前記清浄組成物の約１質量％～約５５質量％の、二塩基酸エステルのブレンド、
ここで、前記ブレンドは、下記を含む、
　　（ｉ）前記ブレンドの約７～１４質量％の、次の式：
【化１１】

　の二塩基酸エステル、
　　（ｉｉ）前記ブレンドの約８０～９４質量％の、次の式：
【化１２】

　の二塩基酸エステル、及び
　　（ｉｉｉ）前記ブレンドの約０．５～５質量％の、次の式：
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【化１３】

　の二塩基酸エステルを含み、
　ここで、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブ
チル、ペンチル、イソアミル、ヘキシル、ヘプチル又はオクチルから選択される炭化水素
基を含む；
　（ｂ）前記清浄組成物の約０．１質量％～約５５質量％の、テルペンアルコキシレート
、アルコールアルコキシレート及びそれらの組み合わせから成る群から選択される界面活
性剤；
　（ｃ）前記清浄組成物の約０．１質量％～約１３質量％の、ピネン又はその誘導体；及
び
　（ｄ）前記清浄組成物の約３質量％～約８５質量％の水、
　を含むマイクロエマルションである、請求項２６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願のクロスリファレンス
　本出願は、２００８年５月９日に出願された仮出願第６１／１２７，０２１号、２００
８年８月１２日に出願された仮出願第６１／１８８，７６０号、２００８年９月１２日に
出願された仮出願第６１／１９１，８９７号、２００９年４月１３日に出願された仮出願
第６１／２１２，５４５号の利益を主張する（参照により、本明細書に援用する）。
【０００２】
発明の分野
　本発明は、低臭気、低蒸気圧及び低揮発性有機化合物（ＶＯＣ）含有率を伴う、環境に
やさしく、生分解性であり、無毒であり、そして非可燃性の清浄組成物に関する。
【背景技術】
【０００３】
発明の背景
　多くの市販の清浄剤は、環境的に危険であり、そして有毒な揮発性有機化合物（ＶＯＣ
）を導入する。ＶＯＣは、オゾンの形成に関連し、そして他の健康上の危険に有意に寄与
しうることが見出されている。印刷産業では、例えば、複数の清浄溶液が、高ＶＯＣ溶媒
、例えば、トルエン、キシレン、メチルエチルケトン、グリコールエーテル、テトラクロ
ロエチレン、メチルイソブチルケトン、メタノール、１，１，１－トリクロロエタン、ジ
クロロメタン及びエチレングリコールを含む。複数のインク清浄組成物には、多くの場合
において、有毒であり、そして良好に生分解しない観点から環境に優しくない芳香族基を
含む。これらの溶媒は、極めて可燃性の高い、低引火点を有する低蒸気圧溶媒であること
が多い。上記組成物は、人間の、有毒な材料に対する暴露に関する高まった認識、及び環
境に優しい無毒の溶媒に関する要求の観点から望ましくない。しかし、これらの溶媒を利
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用する欠点によっても、それらの使用は減少していない。
【０００４】
　表面（例えば、塗装された表面）の清浄剤に関する別の例として、大部分の市販の清浄
剤は、いくつの汚染を除去することができるが、健康上の危険、火災の危険を提示し、そ
して／又は高い臭気を有しうる危険な又は強烈な溶媒を含む。例えば、複数の溶媒は、芳
香族系化合物、例えば、トルエン、キシレンを用いるか、又はグリコールエーテル系溶媒
若しくは塩素化溶媒である。これら及び関連する溶媒の使用はまた、上記溶媒の処理に関
連する公害及び環境問題のために望ましくない。さらに、強烈な溶媒を含む清浄剤はまた
、処理すべき、下にある基材、例えば、塗装された表面、木材、カーペット等にダメージ
を与える。従って、環境にやさしい、生分解性の清浄製品に関する消費者の要求が高まっ
ている。
【０００５】
　別の例として、複数の市販のテキスタイル清浄剤は、衣類又は他のテキスタイルに対し
て、食品又は飲料の汚染に関する異なる応答を示す。いくつかの汚染には、コーラ、コー
ヒー、サラダ用ドレッシング、チョコレート、マスタード、口紅、ケチャップ等が含まれ
る。大部分の市販のスポット－汚染清浄剤には、危険な又は積極的な溶媒、例えば、ＮＭ
Ｐ（Ｎ－メチルピロリジノン）が含まれる。これらの種類の清浄剤は、健康上の危険、火
災の危険を有し、そして強い臭気を有する。積極的な配合がまた、衣類及びテキスタイル
に恒久的なダメージを与える場合がある。
【０００６】
　さらに別の例では、複数の市販の落書き清浄剤には、高ＶＯＣ成分が含まれる。落書き
には、スプレー塗料、マーカー等が含まれる。油性マジックが、複数の基材、例えば、紙
、ライティングボード、プラスチックパネル等に用いられている。しかし、これらの複数
の基材、特にプラスチック基材から油性マジックを完全に除去することは、非常に難しい
。一般的に、これらの基材表面からサインペンを永久的に除去するための満足できる、環
境に優しい清浄剤は存在しない。大部分の市販の「環境に優しい」清浄剤は、家庭の汚染
、例えば、ペン、クレヨン、鉛筆、口紅、水性マジック等を清浄するために配合されるが
、例えば、油性マジック等の汚染を清浄するために十分に強力ではない。さらに、上記清
浄剤が、基材からパーマネントインクの大部分を清浄することができるとしても、ほとん
どの場合、上記基材上に、認識可能なマーキングが残る。一方、他の清浄剤には、危険な
又は積極的な溶媒、例えば、ＮＭＰ（Ｎ－メチルピロリジノン）が含まれる。これらの種
類の清浄剤は、健康上の危険、火災の危険を有し、そして強い臭気を有する。積極的な配
合は、適用される基材に恒久的なダメージを与える場合がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、環境にやさしい溶媒の有用性は、限定的である。というのは、そのような代替
物は、満足な性能を提供しないことが一般的であるからである。良好な生態毒性（ｅｃｏ
ｔｏｘ）プロファイルにより、性能の妥協がもたらされる場合が多い。多くの溶媒は、可
燃性であり且つ健康に有毒であるので、種々の産業及び消費者の清浄用途において、環境
に優しく且つ有効である、改良された清浄組成物及び使用方法を提供する必要がある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、以下の詳細な説明及び例から明白であり、そして態様の１つでは、１種又は
２種以上の二塩基酸エステル；１種又は２種以上の界面活性剤；並びに所望による追加の
成分及び／又は水を含む。上記二塩基酸エステルは、アジピン酸、グルタル酸、及びコハ
ク酸の二塩基酸、又はそれらの異性体から誘導されうる。特定の実施形態の一つでは、上
記二塩基酸エステルブレンドは、ジアルキルメチルグルタレート、ジアルキルエチルスク
シネート及びジアルキルアジペートの混合物を含んで成り、そこでは、アルキル基は、そ
れぞれ、Ｃ1～Ｃ12の炭化水素基を含む。
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【０００９】
　態様の１つでは、本発明は、ジアルキルアジペート、ジアルキルメチルグルタレート及
びジアルキルエチルスクシネートの少なくとも１種を含む二塩基酸エステル、概して、ジ
アルキルアジペート、ジアルキルメチルグルタレート及びジアルキルエチルスクシネート
の混合物、ここで、アルキル基は、それぞれ、Ｃ1～Ｃ12の炭化水素基を含む；及び（ｂ
）アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤、双極性界面活性剤、
非イオン性界面活性剤及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択される界面活性
剤を含む清浄組成物であり、そこでは、上記清浄組成物は、落書き清浄剤、塗装された－
基材用清浄剤、インク用清浄剤（例えば、プリンターインク）、金属基材用清浄剤、木材
表面用清浄剤、プラスチック基材用清浄剤、シミ用清浄剤、テキスタイル用清浄剤、産業
用ハンドクリーナー、樹脂又はタール樹脂用清浄剤、脱脂剤、タール用清浄剤、ペイント
リムーバー等、又はそれらの任意の組み合わせ（それらに限定されるものではない）を含
む産業又は民生向け用途に用いられる。
【００１０】
　本発明の清浄組成物は、実質的に無毒、非可燃性、生分解性、高引火点、低蒸気圧及び
低臭気である、１つ又は組み合わせを含む望ましい品質を有し、そしてＣＡＲＢ及びＥＰ
Ａ（一定のセクション）により確立された、消費製品ＬＶＰ－ＶＯＣ免除に適合する。
【００１１】
　別の態様では、本発明は、組成物の総質量に基づいて、（ａ）約１質量％～約６０質量
％の二塩基酸エステルのブレンド；（ｂ）約０．１質量％～約６５質量％の１種又は２種
以上の界面活性剤；及び所望による（ｃ）水を含む清浄組成物である。別の実施形態では
、上記清浄組成物は、約１質量％～約１２質量％のｄ－リモネンをさらに含む。本発明の
清浄組成物は、様々な消費者及び／又は産業用途で用いられうる。
【００１２】
　別の態様では、本発明は、下記を含むマイクロエマルションの状態の清浄組成物である
：約１質量％～約６０質量％の二塩基酸エステルのブレンド；約０．１質量％～約６５質
量％の、１種又は２種以上の界面活性剤；及び所望による水；さらに典型的には、約５質
量％～約４０質量％の二塩基酸エステルのブレンド；（ｂ）約５質量％～約４０質量％の
１種又は２種以上の界面活性剤、典型的には、１種又は２種以上の非イオン性界面活性剤
；及び、所望による（ｃ）水。別の実施形態では、上記清浄組成物のマイクロエマルショ
ンは、約１質量％～約１２質量％のテルペン、テルペンＥＯ／ＰＯ、ピネン又はそれらの
誘導体をさらに含む。所望により、添加剤、例えば、芳香剤及び可溶化剤、ｐＨ調整剤、
白色化剤（ｗｈｉｔｅｎｅｒ）、離層剤（ｄｅｌａｍｉｎａｔｅ）、不透明化剤、防食剤
、消泡剤、着色剤、安定化剤及び増粘剤を添加することができる。本発明の清浄組成物は
、概して、マイクロエマルションの状態であり、そして用途によっては、使用向けの液体
又はスプレー配合物として提供される。
【００１３】
　上記界面活性剤は、任意の数の、両性、カチオン性、アニオン性若しくは非イオン性界
面活性剤、又は界面活性剤のブレンドであることができる。実施形態の１つでは、上記界
面活性剤は、非イオン性界面活性剤、概して、アルコールエトキシレート、アルキルフェ
ノールエトキシレート又はテルペンアルコキシレートである。さらに典型的には、上記界
面活性剤は、Ｃ7～Ｃ12アルコールエトキシレート、例えば、Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．（
Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪ）により製造されたＲｈｏｄａｓｕｒｆ　９１－６界面活性剤で
あり、そしてさらに典型的には、上記界面活性剤は、Ｃ9～Ｃ11の直鎖のアルコールエト
キシレートである。
【００１４】
　さらなる態様では、本発明は、以下を含む産業用及び／又は消費者向け清浄組成物であ
る：
　（ａ）上記清浄組成物の約１質量％～約５５質量％の二塩基酸エステルのブレンド、こ
こで、上記ブレンドは、下記を含む：
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　（ｉ）上記ブレンドの約７～１４質量％の、次の式：
【化１】

　のジエステル、
　（ｉｉ）上記ブレンドの約８０～９４質量％の、次の式：
【化２】

　のジエステル、及び
　（ｉｉｉ）約１～５質量％（上記ブレンドの質量％）の次の式：
【化３】

　のジエステル
　（式中、Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、約１～約１２個の炭素原子を有する炭化水素
、概して、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｎ－ブチル
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又はイソアミルを含む）；
　（ｂ）上記清浄組成物の約０．１質量％～約６５質量％の界面活性剤；
　（ｃ）上記清浄組成物の約０質量％～約１２質量％の、１種又は２種以上の追加の成分
、及び
　（ｄ）上記清浄組成物の約２質量％～約８５質量％の水。
【００１５】
　別の態様では、本発明は、次のステップを含むコーティングされた表面を清浄する方法
である、
　（ａ）（ｉ）及び（ｉｉ）を含む清浄組成物を得るステップ、
　　（ｉ）ジアルキルアジペート、ジアルキルメチルグルタレート及びジアルキルエチル
スクシネートを含む二塩基酸エステルのブレンド、及び
　　（ｉｉ）アニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤、双極性界
面活性剤、非イオン性界面活性剤及びそれらの任意の組み合わせから成る群から選択され
る界面活性剤、
　（ｂ）上記清浄組成物を、表面に汚染を有するコーティングされた表面と接触させるス
テップ、及び
　（ｃ）用いられた清浄組成物を、清浄化されたコーティングされた表面から取り除くス
テップ。
【００１６】
　本発明の清浄組成物は、高引火点、低蒸気圧及び低臭気を有し、環境に優しい；本発明
の清浄組成物は、ＣＡＲＢ及びＥＰＡ（一定のセクション）により確立された、消費製品
ＬＶＰ－ＶＯＣ免除に適合する。本発明の清浄配合物は、無毒、生分解性、非可燃性等（
それらに限定されるものではない）を含む環境に優しい特徴を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、高光沢塗装に対する、配合Ｒ０７６５－３５－１８と、Ｇｏｏｆ－Ｏｆ
ｆ（商標）との比較写真である。
【図２】図２は、低光沢塗装に対する、配合Ｒ０７６５－４１－１６と、Ｇｏｏｆ－Ｏｆ
ｆ（商標）との比較写真である。
【図３】図３は、高光沢塗装に対する、配合Ｒ０７６５－３５－１８と、Ｇｏｏ－Ｇｏｎ
ｅ（商標）との比較写真である。
【図４】図４は、低光沢塗装に対する、配合Ｒ０７６５－４１－１６と、Ｇｏｏ－Ｇｏｎ
ｅ（商標）との比較写真である。
【図５】図５は、高光沢塗装に対する、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＤＥＥ、ｄ－リモ
ネン及びＲｈｏｄａｓｕｒｆ　９１－６を含む配合を具体的に説明する写真である。
【図６】図６は、高光沢塗装に対する、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＤＥＥ／ｍ、ｄ－
リモネン及びＲｈｏｄａｓｕｒｆ　９１－６を含む配合を具体的に説明する写真である。
【図７】図７は、面布地上の種々の汚染を示す写真である。
【図８】図８は、テキスタイルスポット－汚染清浄剤として、Ｗｈｉｎｋ（商標）を用い
た結果を具体的に説明する写真である（水洗浄後）。
【図９】図９は、本発明のテキスタイルスポット－汚染清浄剤、配合Ｒ０７２９－２２－
１Ｃを用いた結果を具体的に説明する写真である（水洗浄後）。
【図１０】図１０は、本発明の、ＩｓｏｐａｒＬ及びＭＧＮブレンドのブレンド（ＩＲＩ
Ｓ）内のＵＶインクの溶解性を示す写真である。
【図１１】図１１は、本発明の、Ｈｉｓｔｏｌ　７０Ｒ及びＭＧＮブレンドのブレンド（
ＩＲＩＳ）内のＵＶインクの溶解性を示す写真である。
【図１２】図１２は、本発明の、Ｍｅ－Ｏｌｅａｔｅ及びＡＧＳブレンドのブレンド内の
ＵＶインクの溶解性を示す写真である。
【図１３】図１３は、本発明のＭｅ－Ｏｌｅａｔｅ及びＭＧＮブレンドのブレンド内のＵ
Ｖインクの溶解性を示す写真である。
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【図１４】図１４は、本発明の水性配合（ＩＲＩＳ）及び基準のインク清浄性を比較する
写真である。
【図１５】図１５は、本発明の希釈溶液（ＩＲＩＳ　ＡＱ－２）が、異なる希釈濃度にお
いて安定なエマルションであることを示す写真である。
【図１６】図１６は、基準と比較した、本発明（ＩＲＩＳ　ＡＱ－３）のＧａｒｄｎｅｒ
スクラブ試験を具体的に説明する写真である。
【図１７】図１７は、一定期間にわたり、メタノール濃度モニタリングに関して、本発明
の加水分解安定性を具体的に説明する。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本明細書において、用語「アルキル」は、飽和の直鎖、分岐鎖、又は環式の炭化水素基
、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル
、ｔ－ブチル、ペンチル、ｎ－ヘキシル、及びシクロヘキシル（それらに限定されるもの
ではない）を意味する。
【００１９】
　本明細書において、用語「アリール」は、１又は２以上の６員環の炭素環を含む一価の
不飽和炭化水素基（不飽和度は、３つの共役した二重結合により表されうる）を意味し、
上記環の１個又は２個以上の炭素は、フェノキシ、フェニル、メチルフェニル、ジメチル
フェニル、トリメチルフェニル、クロロフェニル、トリクロロメチルフェニル、アミノフ
ェニル、及びトリスチリルフェニルを含む（それらに限定されるものではない）、ヒドロ
キシ、アルキル、アルケニル、ハロ、ハロアルキル、又はアミノで置換されうる。
【００２０】
　本明細書において、用語「アルキレン」は、２価の飽和の直鎖又は分岐鎖炭化水素基、
例えば、例えば、メチレン、ジメチレン、トリメチレンを意味する。
【００２１】
　本明細書において、有機基に関する専門用語「（Ｃr～Ｃs）」（式中、ｒ及びｓは、そ
れぞれ、整数である）は、当該基が、１基当たり、ｒ～ｓ個の炭素原子を含むことができ
ることを示す。
　本明細書において、専門用語「界面活性剤」は、水性媒体に溶解されると、当該水性媒
体の表面張力を下げる化合物を意味する。
【００２２】
　本発明は、二塩基酸エステルのブレンドを含む清浄組成物である。実施形態の１つでは
、上記ブレンドは、アルコール及び直鎖の二塩基酸の付加体を含み、上記付加体は、次の
式：
　Ｒ1－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ2

　（式中、Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、Ｃ1～Ｃ12アルキル、さらに典型的には、Ｃ1

～Ｃ8アルキルを含み、そしてＡは、－（ＣＨ2）4－、－（ＣＨ2）3、及び－（ＣＨ2）2

－の混合物を含む）
　を有する。
　別の実施形態では、Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、Ｃ4～Ｃ12アルキル、さらに典型
的には、Ｃ4～Ｃ8アルキルを含む。実施形態の１つでは、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ、フー
ゼル油に由来する炭化水素基を含む。実施形態の１つでは、Ｒ1及びＲ2は、それぞれ、１
～８個の炭素原子を有する炭化水素基を含むことができる。実施形態の１つでは、Ｒ1及
びＲ2は、それぞれ、５～８個の炭素原子を有する炭化水素基を含むことができる。
【００２３】
　実施形態の１つでは、上記ブレンドには、アルコール及び分岐された又は直鎖の二塩基
酸の付加体、次の式：
　Ｒ1－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ2

　（式中、Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、Ｃ1～Ｃ12アルキル、さらに典型的にはＣ1～
Ｃ8アルキルを含み、そしてＡは、－（ＣＨ2）4－、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ（ＣＨ3）－、及び
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－ＣＨ2ＣＨ（Ｃ2Ｈ5）－を含む）
　の付加体が含まれる。
別の実施形態では、Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、Ｃ4～Ｃ12アルキル、さらに典型的
には、Ｃ4～Ｃ8アルキルを含む。
　酸部分は、上記二塩基酸、例えば、アジピン酸、コハク酸、グルタル酸、シュウ酸、マ
ロン酸、ピメリン酸の、スベリン酸及びアゼライン酸、並びにそれらの混合物に由来する
ことができることが分かる。
【００２４】
　本発明において用いられる１種又は２種以上の二塩基酸エステルは、適切な方法により
調製されうる。例えば、アジピン酸及びフーゼル油の付加体を調製する方法は、例えば、
書類「Ｔｈｅ　Ｕｓｅ　ｏｆ　Ｅｇｙｐｔｉａｎ　Ｆｕｓｅｌ　Ｏｉｌ　ｆｏｒ　ｔｈｅ
　Ｐｒｅｐａｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｏｍｅ　Ｐｌａｓｔｉｃｉｚｅｒｓ　Ｃｏｍｐａｔ
ｉｂｌｅ　ｗｉｔｈ　Ｐｏｌｙｖｉｎｙｌ　Ｃｈｌｏｒｉｄｅ」、Ｃｈｕｉｂａら，Ｉｎ
ｄｉａｎ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｖｏｌ．２３，Ａｕｇｕｓｔ
　１９８５、ｐｐ．３０９－３１１に記載されている。
【００２５】
　本発明の二塩基酸エステルは、次の式：
　ＨＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯＨ
　の二塩基酸、又は
　ＭｅＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯＭｅ
　のジエステルを、分岐されたアルコール又はアルコールの混合物と反応させる「エステ
ル化」ステップを含む方法により得られうる。
　上記反応は、適切に触媒されうる。二塩基酸又はジエステル当たり、少なくとも２モル
当量のアルコールを用いることが好ましい。上記反応は、適切な場合、反応は、反応副生
成物の抽出、そしてろ過及び／又は精製（例えば、蒸留による）の段階が続くことにより
進行される。
【００２６】
　混合物の状態の二塩基酸は、特に、ブタジエンのダブル・ヒドロシアネーション（ｈｙ
ｄｒｏｃｙａｎａｔｉｏｎ）によるアジポニトリルの製造のための方法において生成し且
つ回収される、ジニトリル化合物の混合物から特に得られうる。この方法は、産業におい
て大規模に用いられ、世界中で消費されるアジポニトリルの大部分が製造され、非常に多
くの特許及び著作物に記載されている。ブタジエンのヒドロシアネーションのための反応
により、主に、直鎖のジニトリルの配合物だけでなく、分岐鎖のジニトリルの形成も生じ
、それらの２つの主要なものは、メチルグルタロニトリル及びエチルスクシノニトリルで
ある。分岐鎖のジニトリル化合物は、アジポニトリルの分離及び生成のための段階におい
て、蒸留カラム内の上部の留分として、蒸留し、そして回収することにより分離されうる
。続いて、分岐鎖のジニトリルを、二塩基酸又はジエステル（次の、アルコール若しくは
アルコールの混合物、又はフーゼル油とのエステル交換反応のためのライトジエステルか
、あるいは直接、本発明に従うジエステルに）に転化することができる。
【００２７】
　本発明の二塩基酸エステルは、ポリアミド、例えば、ポリアミド６，６の製造における
、１種又は２種以上の副生成物から誘導されうる。実施形態の１つでは、上記清浄組成物
は、アジピン酸の二塩基酸、グルタル酸の二塩基酸、及びコハク酸の二塩基酸の、直鎖又
は分岐鎖の、環式又は非環式の、Ｃ1～Ｃ20アルキル、アリール、アルキルアリール又は
アリールアルキルエステルのブレンドを含む。別の実施形態では、上記清浄組成物は、ア
ジピン酸の二塩基酸、メチルグルタル酸の二塩基酸、及びエチルコハク酸の二塩基酸の、
直鎖又は分岐鎖の、環式又は非環式の、Ｃ1～Ｃ20アルキル、アリール、アルキルアリー
ル又はアリールアルキルエステルのブレンドを含む。
【００２８】
　一般的に、ポリアミドは、ジアミン及びジカルボン酸を反応することにより形成される
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縮合反応により調製されうるコポリマーである。特に、ポリアミド６，６は、ジアミン、
典型的にはヘキサメチレンジアミンを、ジカルボン酸、典型的にはアジピン酸と反応させ
ることにより形成される縮合反応により調製されたコポリマーである。
【００２９】
　実施形態の１つでは、本発明のブレンドは、ポリアミドの製造において利用されうるア
ジピン酸の反応、合成及び／又は製造において、１種又は２種以上の副生成物に由来する
ことができ、上記清浄組成物は、アジピン酸の二塩基酸、グルタル酸の二塩基酸、及びコ
ハク酸の二塩基酸のジアルキルエステルのブレンド（以下、「ＡＧＳ」又は「ＡＧＳブレ
ンド」と称する場合がある）を含む。
【００３０】
　実施形態の１つでは、エステルの上記ブレンドは、ポリアミド、典型的にはポリアミド
６，６の製造において利用されるヘキサメチレンジアミンの反応、合成及び／又は製造に
おける副生成物に由来する。上記清浄組成物は、アジピン酸の二塩基酸、メチルグルタル
酸の二塩基酸、及びエチルコハク酸の二塩基酸のジアルキルエステルのブレンド（以下、
「ＭＧＡ」、「ＭＧＮ」、「ＭＧＮブレンド」、又は「ＭＧＡブレンド」と称する場合が
ある）を含む。
【００３１】
　本発明の二塩基酸エステルブレンドの沸点は、約１２０℃～４５０℃の範囲にわたる。
実施形態の１つでは、本発明のブレンドの沸点は、約１６０℃～４００℃の範囲にわたる
；実施形態の１つでは、上記範囲は、約２１０℃～２９０℃である；別の実施形態では、
上記範囲は、約２１０℃～２４５℃である；別の実施形態では、上記範囲は、約２１５℃
～２２５℃である。実施形態の１つでは、本発明のブレンドの沸点は、約２１０℃～３９
０℃、さらに典型的には約２８０℃～３９０℃の範囲、さらに典型的には２９５℃～３９
０℃の範囲にある。実施形態の１つでは、本発明のブレンドの沸点は、約２１５℃～４０
０℃の範囲、典型的には約２２０℃～３５０℃の範囲にある。
【００３２】
　実施形態の１つでは、上記二塩基酸エステルのブレンドは、約３００℃～３３０℃の沸
点範囲を有する。典型的には、ジイソアミルＡＧＳブレンドは、この沸点範囲に関連する
。別の実施形態では、本発明の二塩基酸エステルブレンドは、約２９５℃～３１０℃の沸
点範囲を有する。概して、ジ－ｎ－ブチルＡＧＳブレンドは、この沸点範囲に関連する。
一般的に、沸点がより高いほど、典型的には、２１５℃超、又は高沸点範囲は、より低い
ＶＯＣに関連する。
【００３３】
　上記二塩基酸エステル又は二塩基酸エステルのブレンドは、本発明の清浄組成物に導入
され、実施形態の１つでは、（ａ）アジピン酸の、グルタル酸の、及びコハク酸の二塩基
酸のジアルキルエステルのブレンド、又はアジピン酸の、メチルグルタル酸の、及びエチ
ルコハク酸の二塩基酸のジアルキルエステルのブレンド；（ｂ）少なくとも１種の界面活
性剤；及び、所望による、（ｃ）水又は溶媒を含む。追加の成分を添加することができる
。上記界面活性剤は、カチオン性、両性、双極性、アニオン性又は非イオン性界面活性剤
、それらの誘導体、並びに上記界面活性剤のブレンドであることができる。
【００３４】
　実施形態の１つでは、上記非イオン性界面活性剤は、概して、例えば、１種又は２種以
上のアミド、例えば、アルカノールアミド、エトキシ化アルカノールアミド、エチレンビ
スアミド；エステル、例えば、脂肪酸エステル、グリセロールエステル、エトキシ化脂肪
酸エステル、ソルビタンエステル、エトキシ化ソルビタン；エトキシレート、例えば、ア
ルキルフェノールエトキシレート、アルコールエトキシレート、トリスチリルフェノール
エトキシレート、メルカプタンエトキシレート；エンドキャップ化及びＥＯ／ＰＯブロッ
クコポリマー、例えば、エチレンオキシド／プロピレンオキシドブロックコポリマー、塩
素キャップ化エトキシレート、四官能性ブロックコポリマー；アミンオキシド、例えば、
アウルアミンオキシド（ｌａｕｒａｍｉｎｅ　ｏｘｉｄｅ）、コカミンオキシド（ｃｏｃ
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ａｍｉｎｅ　ｏｘｉｄｅ）、ステアルアミンオキシド（ｓｔｅａｒａｍｉｎｅ　ｏｘｉｄ
ｅ）、ステアルアミドプロピルアミンオキシド（ｓｔｅａｒａｍｉｄｏｐｒｏｐｙｌａｍ
ｉｎｅ）、パルミットアミドプロピルアミンオキシド（ｐａｌｍｉｔａｍｉｄｏｐｒｏｐ
ｙｌａｍｉｎｅ　ｏｘｉｄｅ）、デシルアミンオキシド；脂肪アルコール、例えば、デシ
ルアルコール、ラウリルアルコール、トリデシルアルコール、ミリスチルアルコール、セ
チルアルコール、ステアリルアルコール、オレイルアルコール、リノレイル（ｌｉｎｏｌ
ｅｙｌ）アルコール及びリノレニル（ｌｉｎｏｌｅｎｙｌ）アルコール；及びアルコキシ
ル化アルコール、例えば、エトキシ化ラウリルアルコール、トリデセスアルコール；及び
脂肪酸、例えば、ラウリン酸、オレイン酸、ステアリン酸、ミリスチン酸、セテアリック
アシッド（ｃｅｔｅａｒｉｃ　ａｃｉｄ）、イソステアリン酸、リノール酸、リノレン酸
、リシノール酸、エライジン酸、アラキドン酸、ミリストレイン酸及びそれらの混合物を
含む。
【００３５】
　別の実施形態では、上記非イオン性界面活性剤は、グリコール、例えば、ポリエチレン
グリコール（ＰＥＧ）、アルキルＰＥＧエステル、ポリプロピレングリコール（ＰＰＧ）
及びそれらの誘導体である。実施形態の１つでは、上記界面活性剤は、アルコールエトキ
シレート、アルキルフェノールエトキシレート又はテルペンアルコキシレートである。例
示的な実施形態の１つでは、上記界面活性剤は、Ｃ6～Ｃ13アルコールエトキシレート、
そしてさらに典型的には、Ｃ8～Ｃ12アルコールエトキシレートである。
【００３６】
　別の実施形態では、上記界面活性剤は、カチオン性界面活性剤である。上記カチオン性
界面活性剤は、第４級アンモニウム化合物、例えば、セチルトリメチルアンモニウムブロ
ミド（ＣＥＴＡＢ又はセトリモニウムブロミドとして知られている）、セチルトリメチル
塩化アンモニウム（セトリモニウムクロリドとして知られている）、ミリスチルトリメチ
ルアンモニウムブロミド（ミルトリモニウムブロミド又はクオタニウム－１３として知ら
れている）、ステアリルジメチルジステアリルジモニウムクロリド、ジセチルジモニウム
クロリド、ステアリルオクチルジモニウムメトスルフェート、二水素化パルモイル（ｐａ
ｌｍｏｙｌ）エチルヒドロキシエチルモニウムメトスルフェート、イソステアリルベンジ
ルイミドニウム（ｉｍｉｄｏｎｉｕｍ）クロリド、ココイルベンジルヒドロキシエチルイ
ミダゾリニウムクロリド、ジセチルジモニウムクロリド及びジステアリルジモニウムクロ
リド；イソステアリルアミノプロパルコニウム（ｐｒｏｐａｌｋｏｎｉｕｍ）クロリド又
はオレアル（ｏｌｅａｌ）コニウムクロリド；ベヘントリモニウムクロリド；並びにそれ
らの混合物を含むが、それらに限定されるものではない。
【００３７】
　別の実施形態では、上記界面活性剤は、アニオン性界面活性剤である。上記アニオン性
界面活性剤は、直鎖のアルキルベンゼンスルホネート、α－オレフィンスルホネート、パ
ラフィンスルホネート、アルキルエステルスルホネート、アルキルスルフェート、アルキ
ルアルコキシスルフェート、アルキルスルホネート、アルキルアルコキシカルボキシレー
ト、アルキルアルコキシル化スルフェート、モノアルキルホスフェート、ジアルキルホス
フェート、サルコシネート（ｓａｒｃｏｓｉｎａｔｅ）、スルホスクシネート、イセチオ
ネート、及びタウレート、並びにそれらの混合物を含むが、これらに限定されるものでは
ない。本発明の組成物のアニオン性界面活性剤成分として好適である、一般的に用いられ
るアニオン性界面活性剤には、例えば、アンモニウムラウリルスルフェート、アンモニウ
ムラウレス（ｌａｕｒｅｔｈ）スルフェート、トリエチルアミンラウリルスルフェート、
トリエチルアミンラウレススルフェート、トリエタノールアミンラウリルスルフェート、
トリエタノールアミンラウレススルフェート、モノエタノールアミンラウリルスルフェー
ト、モノエタノールアミンラウレススルフェート、ジエタノールアミンラウリルスルフェ
ート、ジエタノールアミンラウレススルフェート、ラウリック（ｌａｕｒｉｃ）モノグリ
セリド硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム、ラウレス硫酸ナトリウム、ラウリル硫
酸カリウム、ラウレス硫酸カリウム、モノアルキルリン酸ナトリウム、ジアルキルリン酸
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ナトリウム、ラウロイルサルコシンナトリウム（ｓｏｄｉｕｍ　ｌａｕｒｏｙｌ　ｓａｒ
ｃｏｓｉｎａｔｅ）、ラウロイルサルコシン、ココイルサルコシン、アンモニウムコシル
（ｃｏｃｙｌ）スルフェート、アンモニウムラウリルスルフェート、コシル硫酸ナトリウ
ム、トリデセス硫酸ナトリウム、トリデシル硫酸ナトリウム、アンモニウムトリデセスナ
トリウム、アンモニウムトリデシルスルフェート、ココイルイセチオン酸ナトリウム、ラ
ウレススルホコハク酸二ナトリウム、ナトリウムメチルオレオイルタウレート、ラウレス
カルボン酸ナトリウム、トリデセスカルボン酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム、コ
シル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸カリウム、モノエタノールアミンコシルスルフェート
、トリデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、及びドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウ
ムが含まれる。分岐鎖のアニオン性界面活性剤、例えば、トリデセス硫酸ナトリウム、ト
リデシル硫酸ナトリウム、アンモニウムトリデセススルフェート、アンモニウムトリデシ
ルスルフェート、及びトリデセスカルボン酸ナトリウムが、特に好ましい。
【００３８】
　使用を容認できる両性界面活性剤には、脂肪族の第２級及び第３級アミンの誘導体（こ
れらに限定されるものではない）が含まれ、脂肪族基は、直鎖又は分岐鎖であることがで
き、そして脂肪族置換基の１つには、約８～約１８個の炭素原子が含まれ、そして１つに
は、アニオン性の水可溶化基が含まれる。好適な両性界面活性剤の具体例には、アルキル
アンホ（ａｍｐｈｏ）カルボキシグリシネート及びアルキルアンホカルボキシプロピオネ
ート、アルキルアンホジプロピオネート、アルキルアンホジアセテート、アルキルアンホ
グリシネート、及びアルキルアンホプロピオネート、並びにアルキルイミノプロピオネー
ト、アルキルイミノジプロピオネート、及びアルキルアンホプロピルスルホネート、例え
ば、ココアンホアセテート、ココアンホプロピオネート、ココアンホジアセテート、ラウ
ロアンホアセテート、ラウロアンホジアセテート、ラウロアンホジプロピオネート、ラウ
ロアンホジアセテート、ココアンホプロピルスルホネート、カプロ（ｃａｐｒｏ）アンホ
ジアセテート、カプロアンホアセテート、カプロアンホジプロピオネート、及びステアロ
アンホアセテートの、アルカリ金属、アルカリ土類金属、アンモニウム又は置換されたア
ンモニウム塩が含まれる。
【００３９】
　好適な双極性界面活性剤には、アルキルベタイン、例えば、ココジメチルカルボキシメ
チルベタイン、ラウリルジメチルカルボキシメチルベタイン、ラウリルジメチルα－カル
ボキシ－エチルベタイン、セチルジメチルカルボキシメチルベタイン、ラウリルビス－（
２－ヒドロキシ－エチル）カルボキシメチルベタイン、ステアリルビス－（２－ヒドロキ
シ－プロピル）カルボキシメチルベタイン、オレイルジメチルγ－カルボキシプロピルベ
タイン、及びラウリルビス－（２－ヒドロキシプロピル）α－カルボキシエチルベタイン
、アミドプロピルベタイン、及びアルキルスルタイン、例えば、ココジメチルスルホプロ
ピルベタイン、ステアリルジメチルスルホプロピルベタイン、ラウリルジメチルスルホエ
チルベタイン、ラウリルビス－（２－ヒドロキシ－エチル）スルホプロピルベタイン、及
びアルキルアミドプロピルヒドロキシスルタインが含まれる。
【００４０】
　実施形態の１つでは、上記清浄組成物は、（ａ）約７０～９０質量％のジアルキルジメ
チルグルタレート、約５～３０質量％のジアルキルエチルスクシネート及び約０～１０質
量％のジアルキルアジペートのブレンド；（ｂ）ｉ）アルコールアルコキシレート、テル
ペンアルコキシレート、又はそれらの誘導体を含む界面活性剤組成物；（ｃ）離層剤及び
（ｄ）水を含むマイクロエマルションである。各アルキル置換基は、それぞれ、約１～８
個の炭化水素を含む炭化水素基、例えば、メチル又はエチル、プロピル、イソプロピル、
ブチル、ｎ－ブチル又はペンチル、又はイソ－アミル基から選択される。所望により、１
種又は２種以上の添加剤又は追加の成分、例えば、離層剤、緩衝剤及び／又はｐＨ調整剤
、芳香剤、不透明化剤、防食剤、白色化剤、消泡剤、染料、泡立ち抑制剤、安定化剤、増
粘剤等を、上記組成物に添加することができる。
【００４１】
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　本発明の実施形態の１つでは、二塩基酸エステルのブレンドは、ポリアミドの主要なモ
ノマーの１つであるアジピン酸の調製の１種又は２種以上の副生成物に対応する。例えば
、ジアルキルエステルは、副生成物の１つのエステル化により得ることができ、概して、
質量基準で、１５～３３質量％のコハク酸、５０～７５質量％のグルタル酸及び５～３０
質量％のアジピン酸を含む。別の例では、ジアルキルエステルは、第２の副生成物のエス
テル化により得られ、概して、質量基準で、３０～９５質量％のメチルグルタル酸、５～
２０質量％のエチルコハク酸及び１～１０質量％のアジピン酸を含む。酸部分は、上記二
塩基酸、例えば、アジピン酸、コハク酸、グルタル酸、シュウ酸、マロン酸、ピメリン酸
、スベリン酸及びアゼライン酸、並びにそれらの混合物に由来しうることが理解される。
【００４２】
　いくつかの実施形態では、上記二塩基酸エステルブレンドは、アルコール及び直鎖の二
塩基酸の付加体を含み、当該付加体は、次の式：
　Ｒ－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ
　（式中、Ｒはエチルであり、そしてＡは、－（ＣＨ2）4－、－（ＣＨ2）3、及び－（Ｃ
Ｈ2）2－の混合物である）
　を有する。
　他の実施形態では、上記ブレンドは、アルコール、典型的にはエタノールと、直鎖の二
塩基酸との付加体を含み、当該付加体は、次の式：
　Ｒ1－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ2

　（式中、Ｒ1及び／又はＲ2の少なくとも一部が、４個の炭素原子を有する少なくとも１
種の直鎖のアルコール及び／又は少なくとも５個の炭素原子を有する少なくとも１種の直
鎖又は分岐鎖のアルコールの残基であり、そしてＡは、２価の直鎖の炭化水素である）
　を有する。
　いくつかの実施形態では、Ａは、－（ＣＨ2）4－、－（ＣＨ2）3、及び－（ＣＨ2）2－
のうちの１つ、又はこれらの混合物である。
【００４３】
　別の実施形態では、Ｒ1及び／又はＲ2基は、直鎖又は分岐鎖の、環式又は非環式の、Ｃ

1～Ｃ20アルキル、アリール、アルキルアリール又はアリールアルキル基であることがで
きる。典型的には、Ｒ1及び／又はＲ2基は、Ｃ1～Ｃ8基、例えば、メチル、エチル、ｎ－
プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｎ－アミル、ｎ－ヘキシル、シクロヘキシル、２
－エチルヘキシル及びイソオクチル基、並びにそれらの混合物から選択される基であるこ
とができる。例えば、Ｒ1及び／又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、エチル基であるこ
とができ、Ｒ1及び／又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、ｎ－プロピル基であることが
でき、Ｒ1及び／又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、イソプロピル基であることができ
、Ｒ1及び／又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、ｎ－ブチル基であることができ、Ｒ1

及び／又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、イソアミル基であることができ、Ｒ1及び／
又はＲ2は、両方とも、又はそれぞれ、ｎ－アミル基であることができ、あるいはＲ1及び
／又はＲ2は、それらの混合物（例えば、二塩基酸エステルのブレンドを含む）であるこ
とができる。
【００４４】
　さらなる実施形態では、本発明は、分岐鎖の二塩基酸の付加体を含むブレンドを含むこ
とができ、当該付加体は、次の式：
　Ｒ3－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ4

　（式中、Ｒ3及びＲ4は、同一又は異なり、アルキル基であり、そしてＡは、分岐鎖又は
直鎖の炭化水素である）
　を有する。
　概して、Ａは、Ｃ4炭化水素の異性体を含む。例には、Ｒ3及び／又はＲ4が、直鎖又は
分岐鎖の、環式又は非環式の、Ｃ1～Ｃ20アルキル、アリール、アルキルアリール又はア
リールアルキル基であるものが含まれうる。概して、Ｒ3及びＲ4は、独立して、メチル、
エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、ｎ－ブチル、イソブチル、イソアミル、及び
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フーゼルから成る群から選択される。
【００４５】
　さらに別の実施形態では、本発明は、次の式：
　Ｒ5－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ6

　（式中、Ａは、２価のアルキレン基、典型的には、平均して、２．５～１０個の炭素原
子の範囲における２価のアルキレン基である）
　の、一又は複数のジカルボン酸ジエステルに基づく組成物を含む。
　同一又は異なることができるＲ5及びＲ6基は、直鎖又は分岐鎖の、環式又は非環式の、
Ｃ1～Ｃ20アルキル、アリール、アルキルアリール又はアリールアルキル基を表わす。
【００４６】
　反応物質の混合物が用いられると、上記ブレンドは、複合反応生成物に相当する。例え
ば、ＨＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＨ及びＨＯＯＣ－Ａb－ＣＯＯＨの混合物を、アルコールＲa

－ＯＨと反応させることにより、生成物Ｒ3ＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲa、及びＲaＯＯＣ－Ａ
b－ＣＯＯＲaの混合物が得られる。同様に、ＨＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＨを、アルコールＲa

－ＯＨ及びＲb－ＯＨの混合物と反応させることにより、ＲaＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲa及び
ＲbＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲb、Ｒ3ＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲb、及びＲbＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯ
Ｒa（Ａaが対称でない場合には、ＲaＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲbと異なる）の混合物が得ら
れうる。同様に、ＨＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＨ、及びＨＯＯＣ－Ａb－ＣＯＯＨの混合物を、
アルコールＲa－ＯＨ、及びＲb－ＯＨの混合物と反応させることにより、生成物ＲaＯＯ
Ｃ－Ａa－ＣＯＯＲa、及びＲbＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲb，ＲaＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲb、Ｒ
bＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲa（Ａaが対称でない場合には、ＲaＯＯＣ－Ａa－ＣＯＯＲbと異
なる）、ＲaＯＯＣ－Ａb－ＣＯＯＲa、及びＲbＯＯＣ－Ａb－ＣＯＯＲb、ＲaＯＯＣ－Ａb

－ＣＯＯＲb、及びＲbＯＯＣ－Ａb－ＣＯＯＲa（Ａbが対称でない場合には、ＲaＯＯＣ－
Ａb－ＣＯＯＲbと異なる）の混合物が得られうる。
【００４７】
　基Ｒ1及びＲ2は、アルコールＲ1－ＯＨ及びＲ2－ＯＨ（それぞれ）に相当することがで
きる。これらの基は、アルコールに連結することができる。一又は複数の基Ａは、１種又
は２種以上のジカルボン酸ＨＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯＨに相当することができる。一又は複数
の基Ａは、一又は複数の二塩基酸（二塩基酸は、基Ａよりも、２つ多い炭素原子を含む）
に相当することができる。
【００４８】
　実施形態の１つでは、基Ａは、平均して、２超の炭素原子を含む２価のアルキレン基で
ある。それは、３以上の整数（例えば、３又は４に等しい）の炭素原子を有する、単一の
基であることができる。上記単一の基は、単一の酸の使用に相当することができる。しか
し、典型的には、それは、化合物の混合物（その少なくとも１種が、少なくとも３以上の
炭素原子を有する）に対応する基の混合物に対応する。基Ａは、同一数の炭素原子を含む
種々の基及び／又は異なる数の炭素原子を含む種々の基の混合物に相当することができる
ことが理解される。基Ａは、直鎖及び／又は分岐鎖の基を含むことができる。
【００４９】
　実施形態の１つに従って、基Ａの少なくとも一部は、式：－（ＣＨ2）n－（式中、ｎは
、３以上の数を意味する）の基に相当する。
　基Ａの少なくとも一部は、式：－（ＣＨ2）4－（相当する酸は、アジピン酸である）の
基であることができる。例えば、Ａは、式：－（ＣＨ2）4－の基、及び／又は式：－（Ｃ
Ｈ2）3－の基であることができる。
【００５０】
　実施形態の１つでは、上記組成物は、式：Ｒ－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ（式中、Ａは、
式－（ＣＨ2）4－の基である）の化合物、式：Ｒ－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ（式中、Ａは
、式－（ＣＨ2）3－の基である）の化合物、及び式：Ｒ－ＯＯＣ－Ａ－ＣＯＯ－Ｒ（式中
、Ａは、式－（ＣＨ2）2－の基である）の化合物を含む。
【００５１】



(21) JP 2011-520009 A 2011.7.14

10

20

30

40

50

　二塩基酸エステルのブレンドは、マイクロエマルジョン形態（水性相内に分散される液
滴）における清浄組成物内に存在するのが典型的である。理論に縛られることを望まない
が、マイクロエマルジョンは、大量の乳化剤を一般的に含む、一般的に、熱力学的に安定
な系である。他のエマルション（ミニエマルション及びマクロエマルション）が、熱力学
的に不安定な状態における系である（準安定な状態において、一定時間、保存され、乳化
の際に、機械的なエネルギーが供給される）。これらの系は、少量の乳化剤を含むのが一
般的である。
【００５２】
　実施形態の１つでは、本発明のマイクロエマルションは、平均液滴サイズが、概して、
約０．１５μｍ以下であるエマルションである。マイクロエマルション液滴のサイズは、
例えば、以下に記載されるような、動的光散乱（ＤＱＥＬ）により測定されうる。用いら
れる装置は、例えば、Ｓｐｅｃｔｒａ－Ｐｈｙｓｉｃｓ　２０２０レーザー、Ｂｒｏｏｋ
ｈａｖｅｎ　２０３０相関器、及び関連するコンピューター系装置から成る。試料を濃縮
し、脱イオンにより希釈し、そして０．２２μｍのフィルターを介してろ過し、２質量％
の最終濃度を有することができる。得られる直径は、見かけの直径である。測定は、９０
°及び１３５°の角度でなされる。サイズの測定に関して、カムレント（ｃｕｍｕｌｅｎ
ｔ）を用いた標準解析に加えて、３つの自己相関関数を用い（Ｐｒｏｆ．Ｐｉｋｅにより
記載された指数系サンプリング又はＥＸＰＳＡＭ、「Ｎｏｎ　Ｎｅｇａｔｉｖｅｌｙ　Ｃ
ｏｎｓｔｒａｉｎｅｄ　Ｌｅａｓｔ　Ｓｑｕａｒｅｓ」又はＮＮＬＳ法、Ｐｒｏｆ．Ｐｒ
ｏｖｅｎｃｈｅｒにより記載されたＣＯＮＴＩＮ方法）、それぞれが、質量又は数ではな
く、散乱強度により計量されたサイズ分布が与えられる。水の屈折率及び粘度が考慮され
る。
【００５３】
　実施形態の１つに従うと、上記マイクロエマルションは、透明である。上記マイクロエ
マルションは、例えば、Ｌａｍｂｄａ　４０　ＵＶ－可視分光計を用いて、６００ｎｍの
波長において、少なくとも９０％、そして好ましくは少なくとも９５％の透過率を有する
ことができる。
【００５４】
　別の実施形態に従うと、上記エマルションは、平均液滴サイズが、０．１５μｍ以上、
例えば０．５μｍ超、又は１μｍ、又は２μｍ、又は１０μｍ、又は２０μｍ、及び好ま
しくは１００μｍ未満であるエマルションである。上記液滴サイズは、光学顕微鏡法及び
／又はレーザー粒度分布（Ｈｏｒｉｂａ　ＬＡ－９１０　レーザー散乱アナライザー）に
より測定されうる。
【００５５】
　ある実施形態では、上記二塩基酸エステルブレンドは、次の式Ｉ：
【化４】

　のジエステル、次の式ＩＩ：
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　のジエステル、次の式ＩＩＩ：
【化６】

　のジエステルを含む。
【００５６】
　Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、約１～約８個の炭素原子を有する炭化水素、典型的に
は、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｎ－ブチル、イソ
アミル、ヘキシル、ヘプチル又はオクチルを含むことができる。上記実施形態では、上記
ブレンドは、概して、（ｉ）約１５質量％～約３５質量％の、式Ｉのジエステル、（ｉｉ
）約５５質量％～約７０質量％の、式ＩＩのジエステル、及び（ｉｉｉ）約７質量％～約
２０質量％の、式ＩＩＩのジエステル、そしてさらに典型的には、（ｉ）約２０質量％～
約２８質量％の、式Ｉのジエステル、（ｉｉ）約５９質量％～約６７質量％の、式ＩＩの
ジエステル、及び（ｉｉｉ）約９質量％～約１７質量％の、式ＩＩＩのジエステル（上記
ブレンドの質量％）を含む。上記ブレンドは、概して、９８℃の引火点、約１０Ｐａ未満
の、２０℃における蒸気圧、約２００～３００℃の蒸留温度範囲により特徴付けられる。
また、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＲＰＤＥ（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃｒａｎｂｕ
ｒｙ，ＮＪ）、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＤＩＢ（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃｒａ
ｎｂｕｒｙ，ＮＪ）及び　Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＤＥＥ（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ
．，ｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪ）に言及することができる。
【００５７】
　ある実施形態では、上記二塩基酸エステルブレンドは、次の式ＩＶ：
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【化７】

　のジエステル、次の式Ｖ：

【化８】

　のジエステル、次の式ＶＩ：
【化９】

　のジエステルを含む。
【００５８】
　Ｒ1及び／又はＲ2は、それぞれ、約１～約８個の炭素原子を有する炭化水素、典型的に
は、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｎ－ブチル、イソ
アミル、ヘキシル、ヘプチル、又はオクチルを含むことができる。上記実施形態では、上
記ブレンドは、概して、（ｉ）約５質量％～約３０質量％の、式ＩＶのジエステル、（ｉ
ｉ）約７０質量％～約９５質量％の、式Ｖのジエステル、及び（ｉｉｉ）約０質量％～約
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、上記ブレンドは、概して、（ｉ）約６質量％～約１２質量％の、式ＩＶのジエステル、
（ｉｉ）約８６質量％～約９２質量％の、式Ｖのジエステル、及び（ｉｉｉ）約０．５質
量％～約４質量％の、式ＶＩのジエステル（上記ブレンドの質量％）を含む。
【００５９】
　さらに典型的には、上記ブレンドは、（ｉ）約９質量％の、式ＩＶのジエステル、（ｉ
ｉ）約８９質量％の、式Ｖのジエステル、及び（ｉｉｉ）約１質量％の、式ＶＩのジエス
テル（上記ブレンドの質量％）を含む。上記ブレンドは、概して、９８℃の引火点、約１
０Ｐａ未満の、２０℃における蒸気圧、及び約２００～２７５℃の蒸留温度範囲により特
徴付けられる。Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．により製造される、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標
）ＩＲＩＳ及びＲｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）ＤＥＥ／Ｍ（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃ
ｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪにより製造される）に言及することができる。
【００６０】
　実施形態の１つでは、水は、水道水、ろ水、ボトル入りの水、湧水、蒸留水、脱イオン
水、及び／又は産業用軟水を含むことができるが、これらに限定されるものではない。
　別の実施形態では、上記溶媒は、脂肪族又は非環式炭化水素溶媒、ハロゲン化溶媒、芳
香族炭化水素溶媒、グリコールエーテル、環式テルペン、不飽和炭化水素溶媒、ハロカー
ボン溶媒、ポリオール、エーテル、グリコールエーテルのエステル、アルコール、例えば
、短分子鎖アルコール、ケトン又はそれらの混合物を含む、有機又は非有機溶媒を含むこ
とができるが、これらに限定されるものではない。
【００６１】
　実施形態の１つでは、本発明に、追加の界面活性剤を利用することができる。本発明の
マイクロエマルションを調製するために有用な界面活性剤は、１種又は２種以上のアニオ
ン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、双極性界面活性剤、両
性界面活性剤であることができる。
【００６２】
　概して、非イオン性界面活性剤が利用され、ポリアルコキシル化界面活性剤、例えば、
アルコキシル化アルコール、アルコキシル化脂肪アルコール、アルコキシル化トリグリセ
リド、アルコキシル化脂肪酸、アルコキシル化ソルビタンエステル、アルコキシル化脂肪
アミン、アルコキシル化ビス（１－フェニルエチル）フェノール、アルコキシル化トリス
（ｌ－フェニルエチル）フェノール及びアルコキシル化アルキルフェノール（ここで、ア
ルコキシの数、そして詳細にはオキシエチレン及び／又はオキシプロピレン単位は、ＨＬ
Ｂ値が１０以上となるようなものである）から選択されるものが含まれるが、これらに限
定されるものではない。さらに典型的には、上記非イオン性界面活性剤は、エチレンオキ
シド／プロピレンオキシドコポリマー、テルペンアルコキシレート、アルコールエトキシ
レート、アルキルフェノールエトキシレート、及びそれらの組み合わせから成る群から選
択されうる。
【００６３】
　実施形態の１つでは、本発明に関連して用いられるアルコールエトキシレートは、次の
式：
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　を有する。
【００６４】
　概して、Ｒ7は、水素、又は約５～約２５個の炭素原子、さらに典型的には約７～約１
４個の炭素原子、さらに典型的には、約８～約１３個の炭素原子を含む炭化水素鎖であり
、そして分岐鎖又は直鎖であり且つ飽和又は不飽和であることができ、そして水素、アル
キル、アルコキシ、アリール、アルカリル、アルキルアリールアルキル及びアリールアル
キルから成る群から選択される。概して、「ｎ」は、約１～約３０の整数、さらに典型的
には、２～約２０の整数、そしてさらに典型的には、約３～約１２の整数である。
【００６５】
　別の実施形態では、上記アルコールエトキシレートは、商品名Ｒｈｏｄａｓｕｒｆ　９
１－６（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪにより製造される）の下で市
販される。
　さらに別の実施形態では、本発明に用いられる界面活性剤は、下記を含む非イオン性界
面活性剤である（それらに限定されるものではない）：２～５０のオキシアルキレン（オ
キシエチレン及び／又はオキシプロピレン）単位、特に、１２（平均）個の炭素原子又は
１８（平均）個の炭素原子を有するものを含むポリオキシアルキレン化（ｐｏｌｙｏｘｙ
ａｌｋｙｌｅｎａｔｅｄ）Ｃ6～Ｃ24脂肪族アルコール；Ａｎｔａｒｏｘ　Ｂ１２ＤＦ，
Ａｎｔａｒｏｘ　ＦＭ３３，Ａｎｔａｒｏｘ　ＦＭ６３及びＡｎｔａｒｏｘ　Ｖ７４，Ｒ
ｈｏｄａｓｕｒｆ　ＩＤ　０６０，Ｒｈｏｄａｓｕｒｆ　ＩＤ　０７０及びＲｈｏｄａｓ
ｕｒｆ　ＬＡ　４２（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪ）、並びに１～
２５のオキシアルキレン（オキシエチレン又はオキシプロピレン）単位を含むポリオキシ
アルキレン化Ｃ8～Ｃ22脂肪族アルコールに言及することができる。
【００６６】
　さらなる実施形態では、上記界面活性剤は、テルペン又はテルペンアルコキシレートを
含む。テルペンアルコキシレートは、再生可能な原材料、例えば、α－ピネン及びβ－ピ
ネンに由来するテルペン系界面活性剤であり、そしてブロック分布において、あるいはラ
ンダム又は親水性鎖に沿ってだんだん少なくなる分布において、Ｃ－９二環式アルキル疎
水性単位及びポリオキシアルキレン単位を有する。テルペンアルコキシレート界面活性剤
は、米国特許出願公開第２００６／０１３５６８３号明細書（Ａｄａｍら、２００６年、
６月２２日）に記載される（参照により、本明細書に援用する）。
【００６７】
　典型的なテルペンアルコキシレートは、Ｎｏｐｏｌアルコキシレート界面活性剤であり
、次の一般式：
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　（式中、Ｒ6及びＲ7は、それぞれ、水素、ＣＨ3又はＣ2Ｈ5であり、「ｎ」は、約１～
約３０であり、「ｍ」は、約０～約２０であり、そして「ｐ」は、約０～２０である）
　を有する。
　「ｎ」、「ｍ」及び／又は「ｐ」単位は、ブロック分布、あるいはランダム又は鎖に沿
ってだんだん少なくなる分布に属することができる。
【００６８】
　別の実施形態では、Ｒ6はＣＨ3であり、「ｎ」は約２０～約２５であり、「ｍ」は約５
～約１０である。さらに別の実施形態では、Ｒ6及びＲ7は、それぞれ、ＣＨ3であり、「
ｎ」は、約１～約８であり、「ｍ」は、約２～約１４であり、そして「ｐ」は約１０～約
２０である。Ｒｈｏｄｏｃｌｅａｎ（商標）ＨＰ（テルペンＥＯ／ＰＯ）（Ｒｈｏｄｉａ
　Ｉｎｃ．，Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪにより製造される）及びＲｈｏｄｏｃｌｅａｎ（商
標）ＭＳＣ（テルペンＥＯ／ＰＯ）（Ｒｈｏｄｉａ　Ｉｎｃ．，Ｃｒａｎｂｕｒｙ，ＮＪ
により製造される）に言及することができる。
【００６９】
　さらなる又は別の実施形態では、追加の成分又は添加剤を、本発明の清浄組成物に添加
することができる。上記追加の成分には、離層剤、緩衝剤及び／又はｐＨ調整剤、芳香剤
、香料、消泡剤、染料、白色化剤、増白剤、可溶化材料、安定化剤、増粘剤、腐食防止剤
、ローション及び／又は鉱物油、酵素、曇点調整剤、防腐剤、イオン交換体、キレート剤
、泡立ち抑制剤、汚染除去剤、柔軟剤、不透明化剤、不活性希釈剤、グレー化抑制剤、安
定化剤、ポリマー等が含まれるが、これらに限定されるものではない。
【００７０】
　概して、追加の成分には、１種又は２種以上の離層剤が含まれる。離層剤は、一定のテ
ルペン系誘導体であることができ、ピネン及びピネン誘導体、ｄ－リモネン、ジペンテン
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及びｏｃ－ピネンが含まれうるが、これらに限定されるものではない。
【００７１】
　上記緩衝剤及びｐＨ調整剤には、例えば、有機酸、鉱酸、並びに以下のアルカリ金属及
びアルカリ土類塩、シリケート、メタシリケート、ポリシリケート、ボレート、カーボネ
ート、カルバメート、ホスフェート、ポリホスフェート、ピロホスフェート、トリナトリ
ウム、アンモニア、ヒドロキシド、モノエタノールアミン、モノプロパノールアミン、ジ
エタノールアミン、ジプロパノールアミン、トリエタノールアミン、及び／又は２－アミ
ノ－２メチルプロパノールが含まれる。
【００７２】
　さらに具体的には、上記緩衝剤は、洗浄剤、又は所望のｐＨを保持するために用いられ
る、低分子量の有機又は無機材料であることができる。上記緩衝剤は、２－アミノ－２－
メチル－プロパノール；２－アミノ－２－メチル－１，３－プロパノール；グルタミン酸
二ナトリウム；メチルジエタノールアミド；Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）グリ
シン；トリス（ヒドロキシメチル）メチルグリシン；アンモニウムカルバメート；クエン
酸；酢酸；アンモニア；炭酸アルカリ金属；及び／又はリン酸アルカリ金属（それらに限
定されるものではない）を含む、アルカリ性、酸性又は中性であることができる。
【００７３】
　さらに別の実施形態では、用いられる場合には、増粘剤には、カッシアゴム、タラゴム
、キサンタンガム、ローカストビーンガム、カラギーナンゴム、カラヤゴム、アラビアゴ
ム、ヒアルロン酸、サクシノグリカン、ペクチン、結晶状多糖類、分岐鎖多糖類、炭酸カ
ルシウム、酸化アルミニウム、アルギネート、グアールガム、ヒドロキシプロピルグアー
ルガム、カルボキシメチルグアールガム、カルボキシメチルヒドロキシプロピルグアール
ガム、及び他の変性されたグアールガム、ヒドロキシセルロース、ヒドロキシアルキルセ
ルロース、例えば、ヒドロキシエチルセルロース、カルボキシメチルヒドロキシエチルセ
ルロース、ヒドロキシプロピルセルロース、カルボキシメチルセルロース及び／又は他の
変性されたセルロースが含まれるが、これらに限定されるものではない。さらなる実施形
態では、上記白色化剤には、過炭酸塩、過酸、過ホウ酸塩、塩素－生成物質、過酸化水素
、及び／又は過酸化水素系化合物が含まれるが、これらに限定されるものではない。別の
実施形態では、上記ポリマーは、概して、２，０００，０００未満の重量平均分子量を有
することが一般的である、水溶性又は分散性ポリマーである。
【００７４】
　二塩基酸エステルは、一定の条件下で加水分解されやすいので、二塩基酸エステルのブ
レンドは、微量のアルコール、典型的には、低分子量アルコール、例えば、エタノールを
、約２％～約０．２％の濃度で含むことができる。
【００７５】
　実施形態の１つでは、概して企図される本発明の組成物は、（ａ）約１質量％～約６０
質量％の、二塩基酸エステルのブレンド、及び（ｂ）約１質量％～約６５質量％の、１種
又は２種以上の界面活性剤（組成物の総質量に基づく）を含む。上記組成物は、所望の濃
度にもよるが、様々な量（組成物の総質量に基づく）において、水又は溶媒を、所望によ
り含むことができる。例えば、運送、輸送目的のため、並びに他のコスト削減のため、濃
縮された組成物として、本発明の組成物を有することが望ましい場合もある。本発明を、
十分に希釈された状態で有することがまた、望ましい場合がある。
【００７６】
　濃縮された状態又は希釈された状態のどちらかにおいて、本発明の組成物は、希釈され
た状態において、概して最大６ヶ月以上、さらに典型的には最大１２ヶ月又はそれ超、そ
して濃縮された状態においてより長期間の間、加水分解に安定である。上記二塩基酸エス
テルブレンド、典型的には、ＭＧＮブレンドを含む本発明の配合は、加水分解安定性を有
し、そこでは、加水分解／分解は、概して、酸性型のエステル及びメタノールを生成する
。記載される二塩基酸エステルブレンドを含む配合のメタノール濃度がモニターされ、そ
して概して３００ｐｐｍ（１００万当たりの部数）未満、さらに典型的には約２５０ｐｐ
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ｍ以下、典型的には約２１０ｐｐｍ以下で、概して安定であることが示される（先行技術
のエステル系清浄溶液が、水性溶液に置かれると、当該エステルは、概して分解し始める
。エステルを分解すると、望ましくなく且つ潜在的に危険な副生成物が生成される。さら
にエステルが分解すると、清浄溶液内の活性成分であるエステルの量が減少し始める。）
。
【００７７】
　別の実施形態では、上記清浄組成物は、約１質量％～約１２質量％のｄ－リモネンをさ
らに含む。本発明の清浄組成物は、様々な、消費者及び／又は産業用途で用いられうる。
【００７８】
　別の態様では、本発明は、約１質量％～約６０質量％の、二塩基酸エステルのブレンド
；約０．１質量％～約５０質量％の、１種又は２種以上の界面活性剤；及び、所望による
水；さらに典型的には、約５質量％～約４０質量％の、二塩基酸エステルのブレンド；（
ｂ）約５質量％～約４０質量％の、１種又は２種以上の界面活性剤、典型的には、１種又
は２種以上の非イオン性界面活性剤；及び、所望による（ｃ）水を含む清浄組成物である
。別の実施形態では、上記清浄組成物は、約１質量％～約１２質量％のピネン又はそれら
の誘導体、典型的には、ｄ－リモネンをさらに含む。所望により、添加剤、例えば、芳香
剤及び可溶化剤、ｐＨ調整剤、白色化剤、離層剤、不透明化剤、腐食防止剤、消泡剤、着
色剤、安定化剤及び増粘剤が添加されうる。本発明の清浄組成物は、概して、マイクロエ
マルションの状態にあり、そして用途によっては、使用のための液体又はスプレー配合物
として提供される。本発明の清浄組成物は、概して、マイクロエマルションの状態である
。上記清浄組成物はまた、用途によっては、使用のための液体又はスプレー配合物として
提供されうる。
【００７９】
　実施形態の１つでは、本発明は、汚染（鉛筆、クレヨン、蛍光ペン、ケチャップ、油性
マジック、マスタード、インク、水性マジック、口紅、及び疎水性汚染を一般的に含むが
、これらに限定されない）、インク（概して、印刷インク）、布地上の有機汚染物、樹脂
、タール樹脂、落書き、塗装された表面又はプラスチック又は金属基材上の汚染を、皮膚
又は毛髪から除去するか、表面から塗装を除去するか、又は脱脂組成物として除去するた
めの方法であって、本発明の清浄組成物を得ること、上記清浄組成物をその上に上述の汚
染を有する表面と接触させること、及び用いられた清浄組成物を、清浄された表面から取
り除くことを含む。
【００８０】
　実施形態の１つでは、本発明の清浄組成物は、特にインクを除去するため、印刷プレス
、ブランケット、ローラー等を清浄するために用いられうる。本発明の清浄組成物は、種
々のインク、例えば、オイル系インク、ＵＶインク、並びに特に水系インクを清浄するこ
とができる。上記インク清浄は、主として、オフセット／リソグラフ、フレキソ印刷、グ
ラビア印刷、スクリーン及びインクジェットインク清浄のための印刷インク洗浄に関する
。本発明の清浄組成物は、濃縮状態か、又は非濃縮状態にあることができ、そして両方の
状態において加水分解に安定である。実施形態の１つでは、本発明は、（ａ）約１質量％
～約６０質量％の、さらに典型的には約１質量％～約３５質量％の、本明細書に記載され
る、二塩基酸エステルのブレンド、典型的には、二塩基酸エステルのＭＧＮブレンド；（
ｂ）約１質量％～約６０質量％の、典型的には約１質量％～約３５質量％の、１種又は２
種以上の界面活性剤、あるいは、界面活性剤のブレンド（概して、上記界面活性剤は、非
イオン性界面活性剤、さらに典型的にはアルコールエトキシレートである）（組成物の総
質量に基づく）を含むローラー等から、インクを清浄するための清浄組成物である。
【００８１】
　上記インク清浄組成物は、上記組成物の総質量に基づいて、約０．１質量％～約１２質
量％の、テルペン、テルペンＥＯ／ＰＯ、ピネン又はそれらの誘導体、典型的には、テル
ペンＥＯ／ＰＯを所望により含むことができる。上記組成物は、所望の濃度にもよるが、
水を、典型的には、上記組成物の約１質量％～約８５質量％、又は種々の量における溶媒
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を所望により含むことができる。インクにより汚染された表面、例えば、印刷プレス、ブ
ランケット、ローラー等の物を清浄するための方法がまた企図され、インク用清浄組成物
を得るか又は調製すること、上記清浄組成物を、清浄すべき表面又は材料と接触させるこ
と、そして所望により、用いられた清浄組成物を上記表面又は材料から除去することを含
む。
【００８２】
　実施形態の１つでは、本発明は、汚染された表面、典型的には塗装された表面を清浄す
るための清浄組成物である。汚染には、一般的に、鉛筆、クレヨン、蛍光ペン、ケチャッ
プ、油性マジック、マスタード、インク、水性マジック、口紅、及び疎水性汚染が含まれ
るが、これらに限定されるものではない。汚染された表面、典型的には、塗装された表面
を清浄するための上記清浄組成物は、（ａ）約１質量％～約６０質量％、さらに典型的に
は約１質量％～約３５質量％の、二塩基酸エステルのブレンド、典型的には、二塩基酸エ
ステルのＭＧＮブレンド；（ｂ）約１質量％～約６０質量％、典型的には約１質量％～約
３５質量％、さらに典型的には約１質量％～約２５質量％の、界面活性剤又は界面活性剤
のブレンド（組成物の総質量に基づく）を含む。上記界面活性剤は、典型的には非イオン
性界面活性剤、さらに典型的にはアルコールエトキシレート、さらに典型的にはＣ8～Ｃ1

2アルコールエトキシレートである。汚染された、塗装された表面を清浄する組成物は、
所望により、上記組成物の総質量に基づいて、約０．１質量％～約１２質量％の離層剤、
典型的には、テルペン、テルペンＥＯ／ＰＯ、ピネン又はそれらの誘導体、さらに典型的
には、ｄ－リモネンを含むことができる。
【００８３】
　上記組成物は、所望の濃度にもよるが、水を、典型的には上記組成物の約１質量％～約
８５質量％、又は種々の量における溶媒を所望により含むことができる。汚染された、塗
装された表面、さらに典型的には、ラテックス塗料等でコーティングされている表面を清
浄するための方法が企図され、塗装された表面用の清浄組成物を得る又は調製すること、
上記清浄組成物を、清浄すべき表面又は材料に接触させること、そして所望により、用い
られた清浄組成物を上記表面又は材料から除去することを含む。
　実施形態の１つでは、本発明の組成物を用いて、プラスチック基材、並びにコーティン
グされた又は無孔の表面、例えば、焼き付けされた又は高光沢エナメル又は研磨された表
面、石造建築物、すなわち、セメント及びコンクリート、れんが、タイル等、石及び研磨
された石、金属、例えば、アルミニウム、銅、ブロンズ及びスチール（それらに限定され
るものではない）、並びに木材から、落書き及び他の汚染を除去することができる。
【００８４】
　プラスチック基材用清浄組成物は、（ａ）約１質量％～約６０質量％、さらに典型的に
は約１質量％～約３５質量％の、二塩基酸エステルのブレンド、典型的には、二塩基酸エ
ステルのＭＧＮブレンド；（ｂ）約１質量％～約６０質量％、典型的には約１質量％～約
３５質量％、さらに典型的には約１質量％～約２５質量％の、界面活性剤又は界面活性剤
のブレンド（組成物の総質量に基づく）を含む。上記界面活性剤は、典型的には非イオン
性界面活性剤、さらに典型的にはアルコールエトキシレート、さらに典型的にはＣ8～Ｃ1

2アルコールエトキシレートである。上記プラスチック基材用清浄組成物は、所望により
、上記組成物の総質量に基づいて、約０．１質量％～約１２質量％の離層剤、典型的には
、テルペン、テルペンＥＯ／ＰＯ、ピネン又はそれらの誘導体、さらに典型的には、ｄ－
リモネンを含むことができる。上記組成物は、所望の濃度にもよるが、水を、典型的には
、上記組成物の約１質量％～約８５質量％、又は種々の量における溶媒を所望により含む
ことができる。プラスチック基材を清浄するための方法がまた企図され、上記プラスチッ
ク基材用清浄組成物を得るか又は調製すること、上記清浄組成物を、清浄すべき表面又は
材料と接触させること、そして所望により、用いられた清浄組成物を上記表面又は材料か
ら除去することを含む。
【００８５】
　実施形態の１つでは、本発明の組成物を用いて、例えば、スポット－汚染清浄剤として
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実施形態におけるテキスタイル用清浄組成物には、（ａ）約１質量％～約６０質量％、典
型的には約１質量％～約４５質量％、さらに典型的には約１質量％～約３５質量％の、二
塩基酸エステルのブレンド、典型的には二塩基酸エステルのＭＧＮブレンド；（ｂ）約１
質量％～約６０質量％、典型的には約１質量％～約３５質量％、さらに典型的には約１質
量％～約２５質量％の界面活性剤又は界面活性剤のブレンド（組成物の総質量に基づく）
が含まれる。上記界面活性剤は、典型的には非イオン性界面活性剤、さらに典型的にはア
ルコールエトキシレート、さらに典型的にはＣ8～Ｃ12アルコールエトキシレートである
。上記テキスタイル用清浄組成物は、所望により、上記組成物の総質量に基づいて、約０
．１質量％～約１２質量％のテルペン、テルペンＥＯ／ＰＯ、ピネン又はそれらの誘導体
、典型的には、テルペンＥＯ／ＰＯを含むことができる。上記組成物は、所望の濃度にも
よるが、水を、典型的には、上記組成物の約１質量％～約８５質量％、又は種々の量にお
ける溶媒を所望により含むことができる。テキスタイルを清浄するための方法がまた企図
され、上記テキスタイル用清浄組成物を得るか又は調製すること、上記清浄組成物を、清
浄すべき表面又は材料と接触させること、そして所望により、用いられた清浄組成物を上
記表面又は材料から除去することが含まれる。
【実施例】
【００８６】
［塗装された基材の清浄例］
　本発明の特定の実施形態に至る実験を、それぞれ、図１～４に対応する次の表１～４に
記載する。市販のＳｈｅｒｗｉｎ－Ｗｉｌｌｉａｍｓ（商標）総アクリル水性の塗料（高
光沢＆低光沢の両方）を、７ミルのウェットドローダウンバーを用いて、ラネッタ（ｌａ
ｎｅｔｔａ）上に適用した。汚染物を適用する前に、最小で７２時間、コーティングを乾
燥させた。種々の汚染物、例えば、鉛筆、クレヨン、蛍光ペン、ケチャップ、油性マジッ
ク、マスタード、インクペン、水性マジック、口紅を、塗装されたラネッタのチャートに
適用した。これらの汚染物を、最小で２４時間乾燥させた。
【００８７】
　次いで、パネルを、Ｇａｒｄｃｏ（商標）スクラバーの上に置いた。ＡＳＴＭ　＃Ｄ２
４８６－０６（家庭用塗料の耐こすり洗い性に関する試験方法の規格）試験方法の原則に
従って、実験を実施した。これらの試験方法は、塗装されたパネルから汚染物を清浄する
ために特に開発された。指定された表面にこすり作用を実施するために特に設計された、
特別なアセンブリを、Ｇａｒｄｃｏ（商標）スクラバーに取り付けた。上記特別なアセン
ブリは、一方のところに、塗装ブラシに固定されたデバイスを本質的に含み、そこでは、
綿パッドが、テープを用いて、他の端部の塗装ブラシに固定されている。１ｍＬの調製さ
れた配合物が、綿パッドに適用された。次いで、Ｇａｒｄｃｏ（商標）スクラバーに取り
付けられた特別なアセンブリが、調製されたパネル上で、２０回のこすりを完了させた。
この操作を、さらに２回繰り返した。３ｍＬの配合物を用いて６０回のサイクルを完了さ
せた後、２０回のサイクルを、配合物又は溶液なしで繰り返した。この清浄工程を、以下
に列挙されるそれぞれの例において完了した。上述の汚染物を利用するパネルを、継続的
にモニターした。
【００８８】
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【表１】

【００８９】
［例１］
【表２】

【００９０】
【表３】
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【００９１】
　表１（ｂ）は、図１に対応する。Ｇｏｏｆ－Ｏｆｆ（商標）は、総組成物の、３０～３
５質量％のジエチレングリコールモノメチルエーテル、２５～３０質量％のキシレン異性
体（ｃ－、ｏ－、ｐ－）及び５～１０質量％のエチルベンゼンの組成物を含むと考えられ
る。配合Ｒ０７６５－３５－１８は、油性マジック及びインクに関連するものを除いて、
清浄工程の後、目立つ汚染が存在しないように、列挙される汚染物を除去することが観察
された。２つの例外において、わずかな部分の汚染が、まだ目立っていた。Ｇｏｏｆ－Ｏ
ｆｆ（商標）組成物は、配合Ｒ０７６５－３５－１８と比較して、汚染物を除去しなかっ
た。
【００９２】
［例２］
【表４】

【００９３】
【表５】

【００９４】
　表２（ｂ）は、図２に対応する。Ｇｏｏｆ－Ｏｆｆ（商標）は、総組成物の、３０～３
５質量％のジエチレングリコールモノメチルエーテル、２５～３０質量％のキシレン異性
体（ｃ－、ｏ－、ｐ－）及び５～１０質量％のエチルベンゼンの組成物を含むと考えられ
る。配合Ｒ０７６５－４１－１６は、水性マジックに関するもの（穏やかな清浄性を示し
た）を除き、高い清浄性又は優れた清浄性（Ｌｅｇｅｎｄによれば）で、汚染物を除去し
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と比較して、汚染を除去せず、そして要するに汚染を客観でも除去するものではなかった
。
【００９５】
［例３］
【表６】

【００９６】
　表３（ｂ）は、図３に対応する。Ｇｏｏ－Ｇｏｎｅ（商標）は、かんきつ油又は誘導体
及び石油溶媒の混合物を含むと考えられる。配合Ｒ０７６５－３５－１８は、全てを除去
したが、汚染の１つは、優れた清浄性を有していた。Ｇｏｏ－Ｇｏｎｅ（商標）組成物は
、配合Ｒ０７６５－３５－１８と比較して、汚染をより除去しなかった。
【００９７】
［例４］



(34) JP 2011-520009 A 2011.7.14

10

20

30

40

【表７】

【００９８】
　表４（ｂ）は、図４に対応する。Ｇｏｏ－Ｇｏｎｅ（商標）は、かんきつ油又は誘導体
及び石油溶媒の混合物を含むと考えられる。配合Ｒ０７６５－４１－１６は、穏やかな清
浄性を有する水性マジックを除いて、高い清浄性又は優れた清浄性（Ｌｅｇｅｎｄによれ
ば）で汚染物を除去することがさらに観察された。Ｇｏｏ－Ｇｏｎｅ（商標）組成物は、
配合Ｒ０７６５－４１－１６と比較して、汚染物をより除去しなかった。
　表４（ｃ）及び表４（ｄ）は、それぞれ、図５及び図６を指す。
【００９９】

【表８】

【０１００】
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【表９】

【０１０１】
［プラスチック基材の清浄例］
　この特定の実施形態において、本発明に至る実験が、次の表に記載されている。試料は
、一定の撹拌の下、材料を混合することにより調製された。用途に用いる前に、２４時間
、配合物を静置した。以下の配合物は、非常に透明な溶液であった。
【０１０２】

【表１０】

【０１０３】
　実験を、以下の通り実施した。
　プラスチック基材を、コットンクロス片を用いて清浄し、基材から汚れを除去した。Ｓ
ｈａｒｐｉｅ（商標）油性サインペンを用いて、上記基材に、１本又は２本以上の直線の
マーキングをした。約５分、インクを乾燥させた。コットンクロス片を、塗装ブラシ上に
置き、そしてテープを用いて、塗装ブラシに固定した。１ｍＬの配合Ｒ０７６５－３５－
１８を、上記コットンクロス上に置き、そして上記基材に対してこすり、マーキングを除
去した。手順を２回繰返した。ラストランにドライコットンクロスを用いて、過剰の配合
物を除去した。プラスチック基材の表面からのマーキングの清浄性に関して評価した。
【０１０４】
　市販の製品ＥＸＰＯ（商標）（Ｓａｎｆｏｒｄ　Ｂｒａｎｄｓにより製造される）を、
対照として用いた。ＥＸＰＯ（商標）は、ブチルセロソルブ及びイソプロピルアルコール
溶媒を含むと考えられる。配合Ｒ０７６５－３５－１８を用いて、この対照に対して性能
をチェックした。
　４種のプラスチック基材、すなわち、ＡＢＳ（アクリロニトリルブタジエンスチレン）
、ＰＰ（ポリプロピレン）、ＰＣ（ポリカーボネート）及びＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）を
用いた。この実験のために、Ｓｈａｒｐｉｅ（商標）の黒及び赤の油性マジックを用いた
。
　結果は、次の通りである。
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【０１０５】
【表１１】

【０１０６】
【表１２】

【０１０７】
【表１３】

【０１０８】
　上記結果から、本発明の配合は、ＡＢＳ（アクリロニトリルブタジエンスチレン）及び
ＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）に関して、改良された清浄性を示す。
【０１０９】
［テキスタイルの清浄例］
　この特定の実施形態において、本発明に至る実験が、次の表に記載されている。試料は
、一定の撹拌の下、材料を混合することにより調製された。用途に用いる前に、２４時間
、配合物を静置した。以下の配合物は、非常に透明な溶液であった。図９は、表１１に記
載される配合に対応する。本明細書に記載される配合により、非常に透明な溶液が得られ
た。
【０１１０】
　実験を、以下の通り実施した。
　コットンクロスを、硬質表面に置いた。図７に関して、種々の汚染、例えば、コーラ、
コーヒー、ケチャップ、マスタード、口紅等を、コットンクロス上に置いた。これらの汚
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いて除去した。下記表に対応する配合物の液滴（１０～３０滴）を、汚染の全体又は相当
量が覆われるように、汚染に適用した。Ｗｈｉｎｋ（商標）洗濯汚染除去剤を、対照とし
て用いた（Ｗｈｉｎｋ（商標）は、１－メチル－２－ピロリジノン、イソプロパノール及
び水の混合物であると考えられる）。適用された配合物と共に、汚染を、さらに１５分（
約）、静置した。汚染を静置させた後、上記クロスを、控えめの温水で清浄した。次の図
８に関して、観察のために、コットンクロスを観察させた。
【０１１１】
　以下は、Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ（商標）Ｉｒｉｓ、テルペンＥＯ／ＰＯ、Ｃ8～Ｃ13ア
ルコールエトキシレート、ｄ－リモネン及び／又は脱イオン水を含む配合からの結果であ
る。
【０１１２】
【表１４】

【０１１３】
【表１５】

【０１１４】
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【表１６】

【０１１５】
【表１７】

【０１１６】
【表１８】

【０１１７】
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【表１９】

【０１１８】
［インクの清浄例］
［例１］飽和炭化水素（Ｉｓｏｐａｒ　Ｌ（商標））
　Ｉｓｏｐａｒ　Ｌ（商標）は、Ｅｘｘｏｎからの飽和アルカンの高沸点混合物であり、
記載された引火点は、６８℃、そして蒸発速度は、０．０６（ｎＢｕＡｃ＝１００）であ
る。図１に示されるように、本発明に従うＭＧＮエステルのブレンドと、上記溶媒を混合
する場合には、Ｚｅｌｌｅｒ　ＧｍｅｌｌｉｎからのＵＶ硬化性インクＮｕｖａｆｌｅｘ
（商標）３００３（シアン）の溶解性を確認した。試料は、溶媒ブレンドのアリコート（
５ｍＬ）を、ＭＧＮブレンド含有率における連続的なバリエーションを有する一連のガラ
ス瓶に分注することにより調製された。インクの液滴（０．０１２～０．０１５ｇ）を、
上記溶媒ブレンドに添加した（沈み、そしてガラス瓶の底に堆積する）。次いで、上記液
滴が、マイクロピペットを用いた０．５ｍＬの上記溶媒の吸引を５回繰り返すことにより
混合された。次いで、上記溶液を、少なくとも２４時間静置した。上記インクは、純粋な
Ｉｓｏｐａｒ　Ｌ（商標）に不溶である。ＭＧＮブレンドの含有率が高くなると、インク
の、上記ブレンドへの溶解性が高くなる。図１０に基づく完全な溶解性へのクロスオーバ
ーが、６０～７０％のＭＧＮブレンド含有率で生じた。データは、飽和炭化水素は、ＵＶ
硬化性インク単体を溶解し、そして清浄するために有用でないことを示している。本発明
の、ＭＧＮブレンドとのブレンドは、Ｉｓｏｐａｒ（商標）Ｌ系配合におけるＵＶインク
の溶解性を強化することができると考えられる。
【０１１９】
［例２］不飽和炭化水素（Ｈｉｓｏｌ（商標）７０Ｒ）
【０１２０】
　Ｈｉｓｏｌ（商標）７０Ｒは、Ｉｓｏｐａｒ（商標）Ｌに匹敵する、記載された高い蒸
発速度を有する芳香族溶媒である。図１１に写真で示されるように、上記溶媒（Ｈｉｓｏ
ｌ（商標）７０Ｒ）をＭＧＮブレンドと混合する場合に、Ｚｅｌｌｅｒ　Ｇｍｅｌｌｉｎ
からのＵＶ硬化性インクＮｕｖａｆｌｅｘ（商標）３００３（シアン）の溶解性を評価し
た。試料は、溶媒ブレンドのアリコート（５ｍＬ）を、ＭＧＮブレンド含有率における連
続的なバリエーションを有する一連のガラス瓶に分注することにより調製された。インク
の液滴（０．０１２～０．０１５ｇ）を、上記溶媒ブレンドに添加した（沈み、そしてガ
ラス瓶の底に堆積する）。次いで、上記液滴が、マイクロピペットを用いた０．５ｍＬの
上記溶媒の吸引を５回繰り返すことにより混合された。次いで、上記溶液を、少なくとも
２４時間静置した。上記インクは、純粋なＨｉｓｏｌ（商標）７０Ｒ単体に不溶であるこ
とが観察された。本発明のＭＧＮブレンドを添加すると、インクの溶解性を改良し、光学
的に高密度の溶液を伴う、完全な溶解性へのクロスオーバーが、３０～４０％のＭＧＮブ
レンド含有率で生じた。
【０１２１】
［例３］酸化された溶媒：メチルオレエート（脂肪酸メチルエステル）
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　種々の植物油から調達された脂肪酸メチルエステルが、さらに環境に優しいと売り込ま
れ、印刷インク産業で用いられる危険な溶媒の一部を置換する可能性がある。大豆メチル
エステル（メチルソイエート（ｓｏｙａｔｅ）、トールオイルモノ－メチルエステルが、
これらの環境にやさしい溶媒の例の一部である。しかし、これらの溶媒は、印刷産業にお
ける適用に関して必要な場合がある、必要な溶解力又は溶出速度を有しない場合がある。
メチルオレエート（Ｃ18，飽和ＦＡＭＥ）は、異種の供給源に由来する大部分のモノ－メ
チルエステルのキー成分の１つである。Ｎｏｖａｎｃｅ　Ｉｎｃ（Ｐｈｙｔｏｒｏｂ（商
標）９６０．６５）からのメチルオレエートを、この検討で用いた。図１２に写真で示さ
れるように、上記溶媒（Ｍｅ－オレエート）を、本発明の特定の二塩基酸エステルブレン
ドＡＧＳ（ジメチルグルタレート／スクシネート／アジペートブレンド＝６３／２４／１
３）と混合する場合に、Ｚｅｌｌｅｒ　ＧｍｅｌｌｉｎからのＵＶ硬化性インクＮｕｖａ
ｆｌｅｘ（商標）３００３（シアン）の溶解性を評価した。試料は、溶媒ブレンドのアリ
コート（５ｍＬ）を、ＡＧＳブレンド含有率における連続的なバリエーションを有する一
連のガラス瓶に分注することにより調製された。インクの液滴（０．０１２～０．０１５
ｇ）を、上記溶媒ブレンドに添加した（沈み、そしてガラス瓶の底に堆積する）。次いで
、上記液滴が、マイクロピペットを用いた０．５ｍＬの上記溶媒の吸引を５回繰り返すこ
とにより混合された。次いで、上記溶液を、少なくとも２４時間静置した。上記インクは
、Ｍｅ－オレエートに可溶であることが観察された。図１２に示される光学的コントラス
トに基づくと、完全な溶解性へのクロスオーバーが、５０～６０％のＡＧＳブレンド含有
率で生じた。
【０１２２】
　図１３において写真で具体的に説明されるように、上記実験を、本発明のＭＧＮブレン
ドを用いて繰り返した（主としてジメチルメチル－グルタレート）。２つの実験は、イン
クの溶解が、ＦＡＭＥ（脂肪酸メチルエステル）に匹敵することを示している。インクの
完全な溶解性へのクロスオーバーが、３０～４０％のＭＧＮブレンド含有率で生じた。こ
れは、ＡＧＳブレンドにおいて観察される段階的な変化と比較して、急激な変化である。
【０１２３】
［水系インク清浄剤］
　環境に優しいプロファイルをさらに改良するため、界面活性剤を伴うＭＧＮブレンドの
配合がまた用いられ、上記溶媒を、印刷インクを清浄するために用いられる水性エマルシ
ョンに分散させることができる。
【０１２４】
［例４］水性配合中のＭＧＮブレンド
　Ｒｈｏｄｉａｓｏｌｖ　ＩＲＩＳ（商標）（本発明のＭＧＮブレンドの実施形態）を、
次の組成物と、界面活性剤（ＩＲＩＳ　ＡＱ－１）を用いて配合した。
【０１２５】
【表２０】

【０１２６】
　上記配合により、印刷インクを清浄するために用いられうるクリアーなマイクロエマル
ションが生じた。当業界で用いられている、ベンチマーク「環境に優しい」で売られてい
る清浄剤との清浄効率との比較を、以下に示す。図１４に写真で具体的に説明されるよう
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、ＦｌｅｘｏＣｌｅａｎｅｒｓＵＶ　Ｐｌｕｓ　Ｓｔｒｏｎｇ＆Ｓａｆｅ）及びインク清
浄剤における清浄に関して用いられる。上記ベンチマークは、かんきつ類臭気を有し、そ
してＭＳＤＳは、上記界面活性剤として、ノニル－フェノールエトキシレート（＜９％）
を列挙する。
【０１２７】
　上記例を、Ｇａｒｄｎｅｒ　Ｓｃｒｕｂ　Ｔｅｓｔｅｒで試験し、清浄剤（１ｍＬ）に
浸漬されたコットン製スワブを、１サイクル当たり、インク膜を横断して２０回こすった
。各ケースにおいて、試験を２サイクル実施した。ＩＲＩＳマイクロエマルション（ＩＲ
ＩＳ　ＡＱ－１）は、サイクル１において、インクを迅速に溶解させることが観察された
。
【０１２８】
［例５］水性配合中のＩＲＩＳ
　安定なエマルションを与えるように希釈されうる水性配合を製造するために、下記組成
：ＩＲＩＳ／Ｒｈｏｄａｓｕｒｆ　ＤＡ－６３０／Ｒｈｏｄａｃｌｅａｎ　ＭＳＣ（３８
／５２／１０）（Ｄｅｓｉｇｎａｔｅｄ　ＩＲＩＳ　ＡＱ－２）を用いて、新たな配合を
調製した。これは、図１５に示されるように、無限に希釈し、室温で安定なエマルション
を得ることができる。
　ＩＲＩＳ　ＡＱ－２の希釈溶液を、以下のように、インク清浄配合物に関して調製した
（Ｄｅｓｉｇｎａｔｅｄ　ＩＲＩＳ　ＡＱ－３）。
【０１２９】

【表２１】

【０１３０】
　この組成物を、商業的なベンチマークと比較して、インク清浄に用いた。図１６に写真
で具体的に説明されるように、これは、２０ストロークの３サイクル（１サイクル当たり
、１ｍＬの清浄剤）、次いで乾燥コットンスワブ（１サイクル）により、Ｇａｒｄｎｅｒ
　Ｓｃｒｕｂ　Ｔｅｓｔｅｒを用いて上述のように試験された。以下の図は、ＩＲＩＳ　
ＡＱ－３が、上記ベンチマークを明らかにしのぎ、そしてＵＶインクの基材をさらに有効
に清浄することを強調している。
　得られた配合は、生分解性を有し、そして溶媒含有率＜１００ｇ／Ｌを有する、有効な
環境に優しい印刷インク清浄剤である。
【０１３１】
［安定性の実験］
【０１３２】
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【表２２】

【０１３３】
　以下の記載に従って、ＤＶ－９０１５，Ｒ０８１５－０６２－０７を調製し、そしてモ
ニターした。ＤＶ－９０１５の試料安定性を、３８℃で１００日間、そして室温において
１年間モニターした。メタノール及び水分濃度を、それぞれ、標準添加ヘッドスペースガ
スクロマトグラフィー、及びカールフィッシャーを用いて測定した。上記試料を、水分の
検討のために、シンチレーションバイアルに置き、そしてメタノールの実験のために密封
されたヘッドスペースバイアル（それぞれの解析日に関して２つ）に置いた。いくつかの
バイアルを、３８℃でオーブン内に置き、そして他の貯蔵は、室温であった。
【０１３４】
　水分測定は、８７０　Ｋａｒｌ　Ｆｉｓｈｅｒ　Ｔｉｔｒｉｎｏ　Ｐｌｕｓを用いて行
われた。５０μＬの試料を、滴定セルに置き、そして標準化された複合の５つの溶液を用
いて滴定された。各試験日において、試料を３回分析した。
【０１３５】
　標準添加法を用いて、メタノール濃度を得た。炎イオン化検出器（ＦＩＤ）を備えるガ
ス・クロマトグラフ（ＧＣ　Ａｇｉｌｅｎｔ　６８９０Ａ）を用いた。試料バイアルを、
ヘッドスペースオーブン内で１５分間、４５℃で平衡させ、次いで、ＤＢ－Ｉ（３０ｍ×
０．３２ｍｍ×１μｍ）カラム内に注入した。初めに、上記カラムを、４０℃で８分間保
持し、次いで４０℃／分において、温度を２００℃まで上げた。６ヶ月を少し超えた頃、
上記試料は、クリアーなエマルションであり、そしてｐＨは、０．３ｐＨ単位のみずれた
。
【０１３６】
　図１７を参照すると、上記配合は、一部加水分解する傾向を有する－エステルは、加水
分解し、そして酸性型及びメタノールを生成する。メタノールの生成がモニターされ、そ
して本発明の二塩基酸エステルの加水分解に相関した。図１７は、最初の８週間における
メタノール濃度を具体的に説明し、そこでは、ダイヤモンドは、室温における濃度を表し
、そして円は、３８℃における試料を表す。メタノール濃度は、２５０ｐｐｍ～約１９０
ｐｐｍ、典型的には約２１０ｐｐｍにおいて安定であった。含水率は、約３０％において
、一定であった。
【０１３７】
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【０１３８】
　表１８、ＤＶ－９００１、Ｒ０７６５－０３５－１８を参照し、上述のＤＶ－９０１５
試料と同様に、試料を調製し、そして取り分けた。１年超の後、試料は、クリアーなエマ
ルションのままであり、そしてｐＨは、１単位未満低下した。
【０１３９】
　従って、本発明は、目的を実行し、そして上記結果及び優位性、並びにその中に固有の
他のものを達成するように良好に適合されている。本発明は、本発明の特定の好ましい実
施形態を参照することにより描写及び記載され、そして規定されているが、上記参照は、
本発明に対する限定を暗示するものではなく、そして上記限定は、推測されない。本発明
は、当業者に実施されるように、相当な改良、変更及び均等物が可能である。本発明の描
写された及び記載された好ましい実施形態は、例示的のみであり、そして本発明の範囲を
網羅するものではない。従って、本発明は、あらゆる点で均等に完全に認識される、添付
の特許請求の範囲の精神及び範囲によりのみ制限されることを意図する。
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